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第１章 序 論 
 
1.1 研究の背景 
 
 我が国は，急峻な山地や不安定な地質からなり，火山活動も活発であるうえ，プレートの
境界に位置することから地震が多発する環境にある。また，降雨や積雪も多く，様々な自然
災害の発生によって甚大な被害を受けてきた。山間地域では土砂崩壊や雪崩，落石が多発し，
これらの災害によって，時には人命が失われ，交通は遮断され，地域住民の生活に重大な影
響が及んでいる。 
 こうした中で，近年，山間地域の道路交通の安全性確保に対する社会的要求が高まってき
ており，平成 2 年度に実施された落石等危険箇所の総点検および平成 8 年度から始まった道
路防災総点検に基づき，緊急性の高い箇所から防災対策が実施されている。 
 落石対策施設については，落石という不確定な事象の性格上，落石対策の計画・設計に必
要となる落石の運動特性の推定が明確ではないため，設計に不明確さがある。 
 本来，社会資本整備は，明確な基準書に基づいて計画・設計・施工されるべきであるが，
落石対策では，最も信頼の高い基準である「落石対策便覧」（日本道路協会）でも，「便覧」
としての位置づけに留まっているのが現状である 1)。 
 落石対策工を実際に計画・設計する場合，落石対策便覧の記載内容では，不明確・不十分
な点が多いことが指摘されており，落石の運動特性を合理的に推定する方法の確立が求めら
れている。 
 
1.2 落石の定義と分類 
 
1.2.1 落石の定義 
 落石は岩盤の不連続面（岩盤内にあるさまざまな弱面で，微細亀裂，シーム，層理，葉理，
片理，節理，断層，破砕帯，構造線など）が何らかの誘因で拡大・開口した後，岩塊や岩片
が剥離→重力運動によって地表から分離→個々の岩塊・岩片がランダムな状態で斜面下方へ
落下→緩勾配の地形や平坦面で停止し，これらの運動が比較的短時間で終息する現象である。
図 1.1に典型的な落石地形を示す 2)。 
また，表層堆積物，火山噴出物，固結度の低い砂礫層中の岩塊・玉石・礫等も元々は岩盤
を形成していたが，何らかの活動で堆積物となり，不安定化が進行し，斜面を落下すること
により落石となる。落石では落下する斜面の状況が重要であり，落下する岩塊を個数で表現
することが一般的である。また，落下し停止した岩塊・岩片も落石と呼ばれる。 
 福井県内では，1987 年 7 月 16 日に越前岬の国道 305 号で岩盤が崩壊（1,000m3）し，ロッ
クシェッド上に落下したため，走行中のマイクロバスが押し潰され，15 名の人命が失われた。  
このような現象は，落石と類似しているが，大規模な岩盤の崩落現象で岩盤崩壊と呼ばれる。
落石と岩盤崩壊ではメカニズムや規模，形態とその対応が大きく異なることから，本論文で
は，著者が考察した表 1.1の基準で区分した。 
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         図 1.1 典型的な落石地形の模式図 2) 
 
          表 1.1 落石と岩盤崩壊の相違点 
落  石        岩盤崩壊 
① 発生源は，岩盤斜面に限定されない。 
② 岩塊の規模は，100～200kN 程度が上限
となる。近年の落石実験では，100～
200kN の重錘が用いられている。ただ
し，過去には 400kN の岩塊が長大な斜
面を落下する現象も報告されているの
で注意が必要である。 
③ 落下運動に斜面が大きく寄与し，斜面条
件によって運動形態が制約されること
が多い。個々の岩塊は，運動体としてエ
ネルギー量を把握することが可能であ
る。また，落下する岩塊を個数で表現す
ることが可能である。 
① 発生源は，岩盤斜面に限定される。 
② 岩塊の規模は，少なくとも 1000kN，一
般的には岩塊の体積として 100m3 以上
を目安とする。 
③ 岩塊は自由落下やトップリング等のよ
うに斜面を介しない形態が多い。個々
の岩塊の運動エネルギーを把握するこ
とが困難である。岩塊が大規模である
ことや落下によって分解することなど
より個数で表現できないことが多い。 
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1.2.2 落石の素因と誘因 
 落石の素因は，その斜面が持つ固有の性質であり，斜面の地形と地質である。発生源から
生ずる素因に着目すれば，図 1.2に示すように転石型落石と浮石型落石に分けられる 2)。 
転石型落石は，崖錐，段丘礫層，火山砕屑岩，風化花崗岩類の岩塊，玉石，礫等がマトリ
ックス（岩塊，玉石，礫等のまわりを充填する相対的に粒が小さい土砂部分）の風化・浸食
に対する抵抗力が弱いために落下する現象である。 
 浮石型落石は，露出する岩盤の不連続面が発達し，かつ不連続面の開口が見られ，不連続
面に囲まれた岩塊や岩片が剥離し落下する現象である。 
 一般的な傾向として転石型落石は，比較的緩勾配の土砂斜面で多く見られ，浮石型落石は，
急勾配またはオーバーハング状の岩盤斜面で発生する。 
 また，落石は落下する斜面によって運動が支配され，斜面の勾配，地形，地質と植生に代
表される地表面付近の状態も素因として挙げられる。斜面の状況によって，落石が保全対象
物まで到達しなければ災害にならないため，斜面特性の評価が重要である。 
 落石の誘因としては，降雨や積雪による流水の作用や岩盤の割れ目における水圧作用，凍
結融解，風雨，地震，植生の成長，人間や動物の移動や人為的な地盤掘削などが挙げられる。 
 落石の誘因は，複雑であるため，いくつかの因子が複合する場合では誘因を明確にできな
いことが多い。 
 
 
        図 1.2 転石型（上段）と浮石型（下段）の発生形態 2) 
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1.3 落石の設計条件設定の現状 
 
 落石対策工の計画・設計を行う場合は，落石の設計条件として落石落下速度（衝突時の運
動エネルギー）と跳躍量（衝突位置や高さ）の設定が重要である。これらの条件設定の現状
と問題点は，以下のとおりである。 
 
1.3.1 落下速度と運動エネルギー算出 
 落石対策便覧では，「斜面が長大となって落下高さが 40m を越えると，落下速度は一定値
（終端速度）に達する傾向のあることがわかっている。しかし，終端速度に及ぼす斜面や落石
の特性の影響についてはよくわかっていない。」と記載されている。 
 また，運動エネルギーは，以下の式で求められる。 
           
                  (1.1) 
 
ここに，E：落石の運動エネルギー，β：回転エネルギー係数（0.1），μ：等価摩擦係数，θ：
斜面勾配，Ｗ：落石重量（kN），H：落石の落下高さ（m）である。 
しかし，対象斜面が 40m 以上の場合では，高さを 40m として算出する判断もできる。岐阜
大学工学部社会基盤工学科の地圏マネジメント工学講座（八嶋・沢田研究室）による「落石
防護対策の落石調査・設計方法および工法選定に関する実態調査」におけるアンケート回答
に基づく報告では，表 1.2 に示すように長大な斜面であっても終端速度から落下高さを 40m
と定めるケースが半数以上と記載されており，運動エネルギーが過小に評価される可能性を
示している 3)。また，落石対策便覧に示されているように等価摩擦係数を 0.05～0.35 の範囲
で使用した場合，運動エネルギーが過大に評価される傾向があるなどの問題が指摘されてい
る。 
 
1.3.2 跳躍量の設定 
 落石対策便覧では，「落石の跳躍量は，①落下高さが大きくなると跳躍量が大きくなる。②
凹凸の少ない斜面では跳躍量が 2m を越えることは少ないが，斜面上の局部的な突起のある
場所や凹凸の多い斜面では，跳躍量は 2m 以上になることがあり，落下高さの大きい場合に
は 4～5m に達することもある。」と記載されている。跳躍量が 2m 以下の場合は，総落石数の
80～85%と記載されていることから，実際の計画・設計では，跳躍量 2m としているケースが
多いようであり，この場合には過小評価の可能性がある。 
前述した「落石防護対策の落石調査・設計方法および工法選定に関する実態調査」におい
て，表 1.2 に示すようにアンケート回答は，跳躍量を 2m としているケースが半数以上であ
ることから，落石条件や斜面特性が計画・設計に反映できないことが問題である 3)。 
 
 
HWE ・)tan/1)(1( θμβ 
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表 1.2「落石防護対策の落石調査・設計方法および工法選定に関する実態調査」のアンケート回答結果 3) 
運動エネルギーについて 跳躍量について 
・落石対策便覧の落石速度が 40m の高さを越
えると終端速度に達する傾向があるとのこ
とから，落下高さを 40m と定めるケースが
半数以上である。 
・等価摩擦係数では，もう少し細かく区分し
た方がよい 27%，妥当である 20%，樹木の
評価が過小 11%となっている。 
・2m としているものが半数以上である。 
・30%程度は，シミュレーションで算出して
いる。 
・その他の意見として，2m に限定できる明確
な根拠が示せない限り 5mに設定している。 
 
 
これらの問題を解決するために，本論文では実斜面で解析した落石運動シミュレーション
の蓄積を基に分析・評価を行い，跳躍量の予測方法を提案する。 
 
1.4 落石対策工と選定方法 
 
1.4.1 落石対策の方針 
（1）まえがき 
 落石対策工には，1）落下が予想される浮石や転石を除去したり，斜面に固定するなどの発
生源における対策と，2）発生位置から落下してくる落石の運動エネルギーを減少させるため
の山腹部における対策，ならびに 3）落下を防止する山麓部における対策がある。斜面の特
性や万一の落石の発生時に予想される被害の程度に応じて，これらの方法を組み合わせて選
択する。 
 落石対策は，発生源における対策として予防対策工が効果的であると考えられるが，落石
斜面が長大急峻で施工が困難であったり，道路敷や鉄道敷に含まれない場合が多いなど予防
対策工を計画することが必ずしも適切ではない場合もある。また，道路沿いの落石斜面では，
鉄道と異なり，通行規制を実施しつつ道路際の防護対策工を設置することが可能な場合も多
いので，施工条件も考慮して対策工の選定を行うことが必要である。  
 つまり，落石調査を十分に活用し，予防対策工の有効性に配慮したうえで，現地の状況に
より防護対策工を含めた対策工を組み合わせるなどして，最も効果的な対策工を選定する。 
 
（2）予防対策工 
 予防対策工は，発生源となる浮石や転石の落下を抑制することを目的としている。 
 期待する効果は，以下のとおりである。 
1）様々な誘因による不安定化の進行を防止する。 
2）不安定化した浮石や転石を地山と一体化させる。 
3）不安定化した浮石や転石を除去し，危険性そのものを排除する。 
4）土砂崩壊に伴う落石を防止する。 
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予防対策工の種類とその効果を図 1.3に示す。 
 
          図 1.3 予防対策工の種類と効果 
 
 これらの工法選定に際して，選定した工法の効果，施工性，経済性や景観，周辺環境への
影響などについて十分な配慮が必要である。 
 また，斜面中の樹木などの植生類は，斜面を落下する落石運動エネルギーの減勢効果を期
待できる場合があり，伐採について注意する必要がある。 
（3）防護対策工 
 防護対策工の種類は，設置する位置によって次のように分類される。 
① 発生源から山麓部に至る山腹斜面（斜面中）に設けるものには，落石防護網，落石防護柵，
落石緩衝杭，落石防護擁壁などがある。 
② 山麓部（斜面下端）に設けるものには，落石防護網，落石防護柵，落石防護擁壁，ロック
シェッド，落石防護土堤，落石防護溝などがある。 
 
1.4.2 対策工の選定方法 
 落石対策便覧に図 1.4 に示す落石対策工選定のためのフローチャートが記載されている。
また，1.4.1 に記載した落石対策の方針に準じて，著者が考案したフローチャートを図 1.5
に示す。 
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       図 1.4 落石対策便覧による落石対策工のフローチャート 1) 
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図 1.5  著者が提案する落石対策工のフローチャート 
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1.4.3 対策工の種類と適応性 
 主な予防対策工の適応条件を表 1.3，主な防護対策工の適応条件を表 1.4，表 1.5に示す。 
 
               表 1.3 主な予防対策工一覧 
 名 称 説    明 
予 
 
防 
 
対 
 
策 
切 土 工 
除 去 工 
●発生源を除去するため信頼性の高い方法である。除去後の法面処理の安定性に留意する
必要がある。 
●硬質な浮石や転石の場合，静的破砕材を用いることが多く実績も多い。 
排 水 工 
植 生 工 
●特に制約条件なし。 
根 固 工 
吹 付 工 
根固工●浮石や転石の安定性を確保し固定する方法である。 
●斜面上に用いられる根固工は，場所打コンクリートによることが困難であること
が多いため接着モルタルを用いた接着根固工の実績が多い。 
吹付工●浮石や転石の落下を抑止する方法である。 
●吹付工は，モルタルやコンクリートを用いるが，抑止効果が小さいため，使用条
件が限定され，恒久対策としても信頼度は低い。 
擁 壁 工 
張 工 ・ 枠 工 
擁壁工●場所打コンクリートによって岩塊を抑止する方法であるが条件が限定され，実績
は少ない。 
張 工●浮石や転石の落下を抑止する方法である。 
●場所打コンクリートによる張工は，凹凸の多い岩盤斜面では施工性に劣るため，
用いられることは少ない。 
枠 工●浮石や転石の落下を抑止する方法である。 
●吹付法枠工は，地山の凹凸に対応可能で，抑止力が大きい場合にはロックボルト
やグラウンドアンカーの反力体として用いられる。最大断面は 600×600 である。 
グラウンドア
ンカー・ロック
ボルト 
●大規模な浮石や転石を固定する場合に適している。 
●岩盤に定着することが望ましく，一般的な最大アンカー力は 100tf/本である。 
ロープネット
工 
●小規模な浮石や転石の固定に用いられる。 
●アンカーの確保が重要である。目安となる岩塊規模は斜面の傾斜によって異なるが，傾
斜 70°・20kN～35°・70kN が目安である。 
ワイヤーロー
プ掛工 
●横ロープを主体として，浮石や転石の滑動や転倒を防止する方法である。 
●ロープはφ12～φ18 が用いられ，ロープの本数を密にすることによって比較的大規模な
浮石や転石にも対処可能である。アンカーの確保が重要であり，地形的な制約がある。 
ワイヤーロー
プ吊工 
●縦ロープを主体として岩塊の滑動や転倒を防止する方法である。 
●ワイヤーロープはφ22 を用い，先端が球根状となる高耐力のアンカーボルトによって大
規模な岩塊にも対応可能である。アンカーは土砂地盤でも可能である。 
岩 接 着 
モ ル タ ル 工 
●亀裂性崩落の危険性の高い岩塊の亀裂面を基岩盤と接着し，一体化を図り安全性を向上
させる。 
●転石では適さない場合が多く，亀裂幅が小さい場合は施工上困難である。 
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表 1.4 主な防護対策工一覧（1） 
 名 称 説    明 
最大吸収エネ
ルギー（kJ） 
防 
 
護 
 
対 
 
策 
防
護
柵 
主
に
コ
ン
ク
リ
ー
ト
基
礎
設
置 
ワイヤーロープ金網タイプ（標準タイプ） 
●金網，ワイヤーロープおよび支柱（H 形鋼）の弾塑性変形によって運動エネルギー
を吸収する。 
●山麓でコンクリート基礎を用いて設置されることが多い。 
50 
中規模落石対応タイプ 
●既設防護柵が設置されていても既存の基礎上に設置可能である。 
●緩衝金具を設置しないタイプであるため，吸収エネルギーは 200kJ が上限となる。 
200 
中規模落石対応タイプ 
●ワイヤーネット状に設けられたロープの交点に設置された緩衝具によって運動エ
ネルギーを吸収する。 
●支柱は，FRP＋PC より線構造であるため大変形を許容し，落石衝突後の形状は復元
する。 
360 
高エネルギー吸収タイプ 
●ワイヤーロープと金網を用いるが，ワイヤーロープの緩衝具におけるスライドと支
柱に用いるコンクリート充填鋼管の塑性変形によって運動エネルギーを吸収する。 
●控えロープの固定（アンカー定着）に留意する必要がある。 
1500 
主
に
斜
面
設
置 
小規模落石対応タイプ 
●金網とワイヤーロープの緩衝具におけるスライドによって運動エネルギーを吸収
する。 
●軽量でシンプルな柔構造であるため設置が容易であり，設置スペースも小さい。 
100 
中規模落石対応タイプ 
●金網とワイヤーロープの緩衝具におけるスライドによって運動エネルギーを吸収
する。 
●控えロープの固定は球根アンカーを用いており，引き抜き耐力が向上している。 
●雪崩予防柵を原形としており，積雪地帯にも有効である。 
500 
高エネルギー吸収タイプ 
●金網のリングの塑性変形と固定ロープに用いられたブレーキシステムによって運
動エネルギーを吸収する。 
●控えロープの固定（アンカー定着）に留意する必要がある。 
3000 
防
護
棚 
PC 製防護棚 
●λ 型の防護棚上に緩衝材を設けて防護する。緩衝材より伝達する衝撃力によって弾
性設計を行う。PC 製および鋼製があるが PC 製が多い。 
300 
防
護
網 
ワイヤーロープ金網タイプ 
●覆式とポケット式があり，前者は金網と地山の摩擦で抑止し，後者は金網の吸収エ
ネルギーを主として落石を防護する。 
100 
高エネルギー吸収タイプ 
●ワイヤーロープの緩衝具によるスライドによって運動エネルギーを吸収する。 
●キャッチ式，ポケット式および覆式に分けられる。 
●ワイヤーロープの固定は，堅固な岩盤に定着することが前提となる。 
8000 
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表 1.5 主な防護対策工一覧（2) 
 名 称 説    明 
最大吸収エネ
ルギー（kJ） 
防 
  
護 
  
対 
  
策 
緩
衝
杭 
コンクリート充填鋼管杭 
●コンクリート充填鋼管杭として斜面に設置し，塑性変形によって運動エネルギ
ーを吸収する。 
●面的に落石を防護する構造ではないため，他の工法と複合的に用いられること
が多い。 
1100 
（φ600 1 本当り） 
溶接構造用遠心力鋳鋼管杭 
●溶接構造用遠心力鋳鋼管杭として斜面に設置し，塑性変形によって運動エネル
ギーを吸収する。 
●吸収エネルギーは，地盤の物性値によって異なり，設置スペースの確保が重要
である。 
3000 
（φ600 1 本当り） 
防
護
擁
壁 
コンクリート擁壁 
●コンクリート擁壁を剛体と考え，回転する地盤の変形によって運動エネルギー
を吸収する。 
●吸収エネルギーは，地盤の物性値によって異なり，設置スペースの確保が重要
である。 
1000 
補強土擁壁 
●ジオテキスタイルを用いた補強土によって擁壁を設け，壁体の塑性変形によっ
て運動エネルギーを吸収する。 
●設置スペースの確保が重要である。 
5000 
ロ
ッ
ク
シ
ェ
ッ
ド 
PC 製ロックシェッド 
●屋根上に設けた緩衝材から伝導する衝撃力によって弾性設計を行う。緩衝材は
敷砂や発泡スチロールが用いられる。PC 製が最も多い。 
3000 
RC 製ロックシェッド 
●屋根上に設けた緩衝材から伝導する衝撃力によって弾性設計を行う。 
5000 
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1.5 本論文の目的 
 
1）落石防護対策工における計画・設計にあたって，明確にされなければならない最も重要
な条件は，以下のとおりである。 
① 落石の防護対策工に衝突する際の運動エネルギー 
② 落石の防護対策工への衝突位置 
落石の運動エネルギーは，落石条件や斜面特性から落石対策便覧の式によって算定するこ
とが一般的であるが，落石対策便覧において，落下高さが 40m で終端速度に達する傾向があ
るとされているため，落下高さが 40m を越えるような長大な斜面における算定方法が不明確
であった。長大な斜面において落下高さを 40m と定めて運動エネルギーを推定することは，
過小設計となる可能性がある。落石対策便覧式に用いる等価摩擦係数は，落石条件や斜面特
性に応じて 0.05～0.35 の範囲で用いられているが，過小である可能性が報告されているため
運動エネルギーが過大に導かれる恐れがある。 
また，防護対策工への衝突位置を決定する跳躍量は，落石対策便覧では一定の目安となる
跳躍量を 2m としているが，4～5m となる可能性も示唆しており，計画・設計を行う場合に
混乱を生ずる可能性がある。 
 そこで，著者がかねてから携わってきた質点系モンテカルロ方式の落石運動シミュレーシ
ョン解析（以下では落石シミュレーションと称する）によって得られた多くの実斜面の解析
結果を分析・評価し，落石対策便覧を補完しながら，等価摩擦係数に着目し，落下高さが 40m
を越えるような場合の落石運動エネルギーの推定方法を提案する。また，同様に落石シミュ
レーションの実斜面の解析結果より，様々な斜面特性に対応した落石跳躍量の予測方法につ
いて提案を行う。これらの課題には，これまでほとんど研究成果が報告されていなかったが，
新たな提案によって精度の高い落石対策計画・設計に向けて有効な選択肢を提供し，適切に
対策が行なわれることを目的としている。 
 
2）落石予防対策工として用いられる岩接着モルタル工法は，接着モルタルを使用して，不
安定な浮石や転石を安定な岩塊や岩盤と接着し，一体化することによって安定化を図る工法
である。岩接着モルタル工法は，国内で 3000 件以上の施工実績をもつが，現位置における簡
単で信頼性の高い接着効果の確認方法が確立されていないことが課題である。本論文では，
非破壊的な方法による接着効果の評価を行うことを目的として，振動調査法を用いて模型実
験と現場実験を行った。近傍の雑振動や強制振動を振動源として，浮石と直近の安定した地
盤に振動計を設置し，振動特性を把握し，浮石の安定性を評価する。その後，岩接着モルタ
ル工法によって接着や充填作業を行い，施工後の安定性を定量的に確認することで施工前の
安定性と対比し，接着効果の評価を行い，岩接着モルタル工法の信頼性を確認する。  
 
 3）著者が考案したエネルギー基準による対策工を提案し，その設計方法と実際の施工例を
示す。考案した対策工は，落石対策便覧に記載されている抑止くいを発展させ，大規模な落
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石に対応するために落石緩衝杭として提案する。杭体に用いる材料は，溶接構造用遠心力鋳
鋼管であり，エネルギー吸収性能と実際の施工例を示す。 
また，落石防護擁壁の性能の向上を目的に，自立する緩衝材として発泡スチロールを背面
に設置することを提案し，設計方法と実際の施工例を示す。いずれも対策工の適用性を示す
ために施工例を記載する。 
 さらに，将来的なメンテナンスの観点から，緩衝材としてロックシェッド上に設置されて
いる発泡スチロールが，落石によって損傷した場合の再利用方法について提案を行う。 
 
1.6 本論文の構成 
 
 本論文の構成を以下に示す。 
第 1 章 序 論 
第 2 章 落石運動エネルギーの推定方法の提案 
第 3 章 落石跳躍量の予測方法の提案 
第 4 章 落石予防対策工の信頼性評価 
第 5 章 新たな落石防護対策工の提案 
第 6 章 落石対策における今後の課題 
第 7 章 結 論 
 
 第 1 章では，落石対策の調査・計画・設計の現状を述べ，問題点を明らかにした上で，本
論文作成の背景および目的を説明する。 
第 2 章では，長大な斜面において落石運動エネルギーを推定する場合，落石対策便覧によ
れば落石は，落下高さ 40m で終端速度に達するとされているため，斜面の条件にかかわらず
40m と定めているケースが多い。この場合，過小設計となる可能性がある。また，落石対策
便覧に示されている等価摩擦係数を用いて，落石対策便覧の推定式によって運動エネルギー
を算出する場合，等価摩擦係数が過小に評価されているため，運動エネルギーが過大に導か
れる可能性がある。したがって，等価摩擦係数に着目し，著者がかねてから携わってきた落
石シミュレーションによって得られたデータを基に，40m 以上の落下高さを有する長大斜面
に対して落石対策便覧式を有効に活用する方法について述べる。 
第 3 章では，防護対策工を計画・設計する場合に必要となる落石の衝突高さは，落石の跳
躍量によって決定される。落石対策便覧では，一般的に 2m としているが，落石や斜面条件
によっては，過小評価の可能性がある。著者がかねてから携わってきた落石シミュレーショ
ンによって得られたデータを基に，落石条件や斜面特性を考慮した落石の跳躍量の予測方法
について述べる。 
第 4 章では，予防対策工として用いられる岩接着モルタル工法は，現位置における簡単で
信頼性の高い接着効果の確認方法が確立されていないことが課題である。そこで，客観的で
定量的な接着効果の評価を行うために，振動調査法を用いた模型実験と現場実験を行い，経
 14 
緯と結果を踏まえて，接着効果の評価について述べる。 
第 5 章では，エネルギー基準で吸収エネルギーが客観的に判定可能な新たな落石対策工を
提案し，その設計方法も明らかにし，実際の施工例を示す。 
第 6 章では，落石条件の設定や落石シミュレーション，落石対策工の設計方法などの落石
対策に関する問題点を抽出した上で，著者の現時点の対応と今後の課題について述べる。 
第 7 章では，落石対策に関する各章の要旨と得られた結論をまとめる。これらを総合的に
提案することで本論文の結論としている。 
 本論文の流れと構成概要を図 1.6に示す。 
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■第 1 章 序 論 
研究の背
景と現状 
研究の背景や設計条件設定，落石対策工選定の現状を示して，重要と考えられる
問題点を明らかにする。 
目  的 問題点に関して，解決するための方針を示す。 
 
■第 2 章 運動エネルギーの推定        ■第 3 章 跳躍量の予測   
問
題 
落石の落下高さ 40m を越える運動エネ
ルギーの評価が不明確であった。 
跳躍高さ 2m が一般的とされているが，予測方
法は不明確であった。 
課
題 
落下高さに拘わらず簡易的で現実性の
高い推定方法が望まれている。 
跳躍量の簡易的で現実性の高い予測方法が望
まれている。 
対
策 
等価摩擦係数に注目し，落下高さとの関
係で運動エネルギーの推定方法を示す。 
斜面特性を考慮した跳躍量の予測方法を示
す。 
                    
■第 4 章 落石対策予防工の信頼性評価 
課題 岩接着モルタル工法の客観的な接着効果が不明瞭であった。 
対策 岩接着モルタル工法の接着効果を振動測定によって客観的に評価する。 
 
■第 5 章 新たな落石防護対策工の提案 
課題 エネルギー基準による新たな現実性の高い対策工が望まれる。 
対策 近年，開発された材料を用いた新たな対策工とその設計方法を提案する。 
                     
■第 6 章 落石対策における今後の課題 
課題 落石対策の問題点を抽出する。 
対策 問題点に対して著者の現時点での対応および今後の課題について述べる。 
                    
■第 7 章 結 論 
落石対策の様々な課題に対して総合的な提案を行い結論とする。 
           図 1.6 本論文の流れと構成概要 
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第２章 落石運動エネルギーの推定方法の提案 
 
2.1 まえがき 
 
落石運動エネルギーの推定に関する研究成果は，これまでにほとんど報告されておらず，
不明確な部分が残されている。現時点では，落石運動エネルギーの推定には，落石対策便覧
による方法 1)と落石運動シミュレーション解析（以下では落石シミュレーションと称する）
を行って推定する方法の 2 種類がある。落下高さが 40m を越える場合，落石対策便覧の記載
が不明確であるため，落石対策便覧による方法と落石シミュレーションによる方法には，そ
の結果に大きな差がある。落下高さが 40m を越える場合，落石対策便覧では落石シミュレー
ションを推奨しているが，現実には，落石シミュレーションを行うケースは多くない。また，
すべての現場でかつすべての落石を対象として落石シミュレーションを行うことは，事実上
困難である。本章では，実際の多数の落石シミュレーション結果と実測値を比較することに
より，平均斜面勾配や落下高さから等価摩擦係数を推定し，この等価摩擦係数を用いて落石
対策便覧による方法を適用する方法を提案する。本提案は，落石対策便覧と落石シミュレー
ションの差を埋める実用的な方法であり，落石シミュレーションを行えない場合でも落石運
動エネルギーを精度よく推定できる実用的な方法であるため落石対策技術における新規性・
有用性は高いと考えられる。また，本提案では落石シミュレーションの信頼性が高いことの
検証も行っており，本提案の信頼性は高いと考えられる。以下に，本章の方針をさらに詳細
に述べる。 
長大な斜面において落石運動エネルギーを推定する場合，落石対策便覧では，落石は落下
高さ 40m で終端速度に達するとされているため，落石条件や斜面特性に拘わらず 40m と定め
ているケースが多い。この場合，過小設計となる可能性がある。また，落石対策便覧に示さ
れている等価摩擦係数を用いて，落石対策便覧の推定式（以下では便覧式と称する）によっ
て運動エネルギーを算出する場合，等価摩擦係数が過小評価されているため，運動エネルギ
ーが過大に導かれる可能性がある。以上より，計画・設計を行う上で精度よく運動エネルギ
ーを推定する方法が求められている。 
そこで，著者がかねてから携わってきた落石シミュレーションによって得られたデータを
基に，等価摩擦係数に着目し，40m 以上の落下高さを有する長大な斜面に対して落石対策便
覧式を有効に活用する方法について述べる。 
落石対策における落石運動エネルギーの推定には，便覧式が実務で広く用いられている。
便覧式は，次式で与えられる。 
 
(2.1) 
 
ここに，E：落石の運動エネルギー，β：回転エネルギー係数（0.1），μ：等価摩擦係数（表
2.1参照），θ：斜面勾配，Ｗ：落石重量（kN)，H：落石の落下高さ（m)である。 
HWθμβE ・)tan/1)(1( 
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等価摩擦係数は，本来，Heim（1932)の「そりモデル」において，地すべりや斜面崩壊を支
配する摩擦則による運動モデルに用いられる「摩擦係数に等価な係数」のことである。「そり
モデル」において，土塊の斜面における運動中の摩擦係数を，Scheidegger（1973）は，「平均
摩擦係数」，Hsü（1975）は，「等価摩擦係数」と呼んでいる。また，「そりモデル」は，雪崩
の解析にも用いられる。 
便覧式は，図 2.1 に示す既往の落石実験データに基づいているため，落下高さや落石重量
が既往の落石実験を大きく上回る場合には，精度に問題がある。落石対策便覧では，「落下高
さが 40m を超えると落下速度は，一定値（終端速度）に達する傾向があるが，終端速度に及
ぼす斜面や落石の特性の影響についてはよくわかっていない。」とされている。また，同便覧
では，個々の現場状況に応じた落石シミュレーションを実施することが望ましいとしている。 
         
             図 2.1 落下高さと落石速度の関係 1) 
 
表 2.1 斜面の種類と等価摩擦係数 μの値 1) 
区分 落石および斜面の特性 
設計に用
いる μ 
実験から得ら
れる μの範囲 
A 硬岩，丸状；凹凸小，立木なし 0.05 0～0.1 
B 軟岩，角状～丸状；凹凸中～大，立木なし 0.15 0.11～0.2 
C 土砂・崖錐，丸状～角；凹凸小～中，立木なし 0.25 0.21～0.3 
D 
崖錐・巨礫混じり崖錐，角状；凹凸大～中，立木あ
り～なし 
0.35 0.31～ 
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表 2.2 一般国道 8 号親不知地区のシミュレーション結果と便覧式との比較 2) 
地 点 
落石
重量 
（kN) 
落下高
さ 
（H） 
平均斜 
面勾配 
(θ) 
シミュレーション結果 便覧式 
運動エネル
ギー(kJ) 
等価摩擦係数
(μ逆算値) 
運動エネル 
ギー(kJ) 
等価摩擦係数
(μ) 
勝山 
8 号 
A 沢 10 153 47 640 0.62 1031 0.35 
B 沢 10 168 46 440 0.76 1112 0.35 
C 沢 10 159 49 540 0.76 1106 0.35 
勝山 9 号 10 223 42 680 0.63 1363 0.35 
勝山 10 号 10 223 42 1180 0.42 1363 0.35 
勝山 11 号 10 226 43 430 0.75 1412 0.35 
向山 2 号注 1 
10 63 53 400 0.48 - - 
50 63 53 2010 0.48 - - 
浄土 1 号注 2 17 30 41 400 0.19 420 0.15 
浄土 4 号 120 89 40 5260 0.43 6379 0.35 
三段
滝 6号 
A 沢 5 148 42 320 0.51 452 0.35 
B 沢 5 197 40 260 0.62 574 0.35 
三段滝 7 号 5 83 43 190 0.51 259 0.35 
三段滝 10 号 
10 169 44 730 0.55 1077 0.35 
30 75 47 860 0.66 1516 0.35 
三段滝 14 号 10 120 45 160 0.87 780 0.35 
   注 1：上部岩盤急崖，下部は崖錐の緩斜面，注 2：岩盤露出部分が多く地形的凹凸も多い。 
 
表 2.2は，落下高さが 40m 以上の長大斜面を対象として，著者が行った落石シミュレーシ
ョンと便覧式による運動エネルギーを比較した例を示したものである 2)。表 2.2 から，40m
以上の長大斜面を対象として便覧式を適用する場合，実際の落下高さを代入すると，運動エ
ネルギーが落石シミュレーションより大きく評価され，落下高さとして上限の 40m を代入す
ると，運動エネルギーが小さく評価されることが分かる。この原因は，便覧式では落下高さ
にかかわらず，一定の等価摩擦係数を用いることによると思われる。したがって，長大斜面
では落石シミュレーションを行うことが適切であるが，時間的や経済的な制約から実施でき
ない場合も多い。 
本論文では，40m～200m の長大な崖錐斜面を対象として，著者が過去に実施した落石シミ
ュレーションによる落石運動エネルギーから，便覧式における等価摩擦係数 μ を逆算して，
その傾向を把握する。この結果を用いて，等価摩擦係数を実際に近い値に設定することによ
り，40m 以上の落下高さを有する長大斜面に対して便覧式を適切に利用する方法を提案する。 
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2.2 落石シミュレーションの概要 
 
2.2.1 落石シミュレーション手法 
落石シミュレーション手法は確立されており，本論文では落石シミュレーションによる結
果の詳細な分析を行うため，以下で落石シミュレーション手法について説明する。落石シミ
ュレーションには，確率論的質点系解析法 3)と個別要素法等を用いる確定論的手法がある。
前者は，過去の落石実験データより得られた斜面の凹凸や地盤状態及び落石の不規則な形状
などの影響を表わす係数を用いて確率論的に運動形態を再現する。後者は，斜面と落石の形
状や特性を与え，不連続変形法や個別要素法を適用する方法であり，形状が大きく影響する
岩盤崩壊に用いられるケースが多い。ここでは，実績が多く信頼性の高い確率論的質点系解
析法を対象とする。 
確率論的質点系解析法による落石シミュレーションでは，以下のことが可能である。a）例
を図 2.2に示すように，防護する衝突面 A や B における運動エネルギー（衝突速度）や衝突
する位置（高さ）を求めることができる。b）落石重量が大きい場合，図 2.3に示すように斜
面中に緩衝施設を設けて落石運動エネルギーを減ずる方法も用いられるが，この場合，衝突
する落石運動エネルギーから緩衝施設の吸収エネルギー分を減じて，落石運動の継続あるい
は停止の判断も可能である。c）断面上の任意の位置で，任意の傾斜，任意の落石エネルギー
減衰を考慮できる。落石エネルギー減衰を考慮する断面上の範囲を指定できる。d）断面上の
任意の位置で，その面を通過する落石の位置，水平となす角度，落石の速度，運動形態など
を出力できる。e）シミュレーションの試行回数を指定し，その軌跡を作画し，これを用いて
落石対策工の設置位置の検討ができる。落石の停止位置を出力し，落石の到達範囲を確率的
に検討できる。 
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図 2.2  落石の軌跡の模式図 
 
 
                     図 2.3 緩衝施設のある斜面を落下する落石の運動 
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2.2.2 落石の運動形態とシミュレーションに必要なパラメータ 
表 2.3 では，落石の運動形態を a）すべり運動，b）回転運動，c）跳躍運動，d）衝突運動
に分類し，運動形態ごとの要因とその要因を表現するためのパラメータを求める方法を示す。 
表 2.3に示す運動形態ごとの基礎運動方程式は，以下のとおりである。 
a）すべり運動 
図 2.4（a）に示すように斜面勾配を θ，摩擦係数を μ’とする。初速度を V0として，斜面に
沿った t秒後のすべり速度Vおよび t秒間に斜面に沿ってすべる距離Sは，次式で与えられる。 
 
(2.2) 
 
 
(2.3) 
 
斜面上を落石がすべり落ちる場合，落石はすべり摩擦以外にも，植生や樹木，斜面上の微
少な凹凸などからの抵抗を受ける。それら全ての抵抗は，運動速度に比例すると仮定する。
この粘性抵抗係数を Ckとすれば，式（2.2）および（2.3）は，次式となる。 
 
 
(2.4) 
 
(2.5) 
 
 
上式中のa は，斜面方向の加速度であり，次式で表される。 
 
(2.6) 
 
ここに，ｇは重力の加速度である。また，すべり始める条件は，次式で表される。 
 
(2.7) 
 
b）回転運動 
図 2.4（b）に示すように，質量 m，半径 r の一様な球状の落石がすべることなく，回転し
ながら斜面を落下する場合，斜面に沿った t 秒後の移動速度 V および t 秒間に斜面に沿って進
む距離 S は，次式で与えられる。 
ここに，F は落石と斜面の摩擦力，N は落石の斜面反力である。 
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(2.8) 
 
 
(2.9) 
 
 
ここに，V0：初速度，k：慣性モーメントが I で質量が m の球体を質量が m で慣性モーメン
トが I になるような等価な質点に変換したときの回転軸から質点までの距離で球の回転半径
と称される。前述の a）すべり運動の場合と同様に粘性抵抗係数を考慮すると，速度および距
離は式（2.4），（2.5）と同じ式で与えられる。ただし，式中の加速度a は，次式で与えられる。 
 
(2.10) 
 
 
すべらずに，回転しながら落下する条件は，次式で与えられる。 
 
(2.11) 
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（a）すべり運動 
 
                （b）回転運動 
             図 2.4 落石のすべり運動・回転運動 
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ｃ）跳躍運動 
図 2.5に示すように，斜面上のある点（x0 , y0）から，水平となす角 β，初速度 V0で飛び出
す物体の落下点の座標（xd , yd）は，次式で与えられる。 
 
 
                                   (2.12) 
 
 
また，空気抵抗係数 αkを考慮した場合の t 秒後の x 方向，y 方向の速度（Vx , Vy）および位
置座標（x , y）は，次式で与えられる。 
 
 
(2.13) 
 
 
(2.14) 
 
 
跳躍開始から t 秒後の斜面垂直方向の速度 VVは，次式で与えられる。 
 
(2.15) 
 
最大跳躍量は，VV = 0 とおくことにより求められる。ここに，VV0は V0の斜面直角方向の成
分である。 
回転運動から跳躍運動に移行する限界速度 V0rは，実験データから決定される。 
 
(2.16) 
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図 2.5  落石の跳躍運動と衝突運動   
ｄ）衝突運動 
図 2.5に示すように，斜面への衝突前の入射角度を β1，入射速度を V1，衝突後の反射角を
β2，反射速度を V2とすると，衝突後の速度の斜面に対して鉛直方向および斜面方向の速度成
分 VV2および VH2は，次式で与えられる。 
 
(2.17) 
 
ここに，e は速度の斜面直角方向の法線反発係数，ρは速度の斜面方向成分の接線反発係数
である。落石が衝突する前後の運動エネルギーの比 γ は，法線反発係数および接線反発係数
を用いて次式で与えられる。 
 
(2.18) 
 
以上，表 2.3 に示したパラメータの中で，理論的に求められるものは基礎運動方程式に関
連して述べた。理論的に求められないパラメータは，既往の落石実験に基づいて求める。こ
れらのパラメータを求めた結果を表 2.4にまとめて示す。 
 
 
 
 
112112 cos,sin βVρVβeVV HV 
1
22
1
22 sincos βeβργ 
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表 2.3 落石の運動形態の分類とシミュレーションに必要なパラメータ 3) 
運動形態 要 因 パラメータ パラメータの算出法 
すべり運動 斜面の状況 摩擦係数（μ’） 実験データ（乱数） 
斜面の状況（斜面の凹
凸，地盤へのめりこ
み，植生） 
粘性抵抗係数（Ck） 実験実測値に基づく
シミュレーションに
よる逆算 
回転運動 落石の形状 回転半径(k) 理論式 
斜面の状況（斜面の凹
凸，地盤へのめりこ
み，植生） 
粘性抵抗係数（Ck） 実験実測値に基づく
シミュレーションに
よる逆算 
跳躍運動 空気抵抗 空気抵抗係数（αk） 理論式 
衝突運動 落下の速度 法線反発係数（e） 
接線反発係数（ρ） 
実験データ（乱数） 
すべり運動から回
転運動への移行 
落下の加速度 落下の加速度（a） 理論式 
回転運動から跳躍
運動への移行 
落石の形状 
斜面の状況 
限界速度（V0r ） 実験データ（乱数） 
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表 2.4 既往の落石実験から求めたパラメータ       ( )内の数値は標準偏差を示す 
名 称 パラメータ数値 
（確率密度関数） 
落石重量
条件(kN) 
斜面条件 データの出典 
摩擦係数 
 
平均値 0.69 (0.18） W<10 岩盤 薗原 A 斜面（日本道路公団）の実験 
平均値 0.48 (0.06） W<10 崖錐 薗原 B 斜面（日本道路公団）の実験 
平均値 0.69 (0.18） W 10 岩盤 立山有料道路（富山県）の実験 
平均値 0.59 (0.09） W 10 崖錐 立山有料道路（富山県）の実験 
粘性抵抗
係数 
0～1.2 
 
なし 植生や細
部の凹凸 
薗原 A・B 斜面,岩殿（日本道路公団），
甲田（金沢大学）の実験 
法線反発
係数 
平均値 0.54 (0.28) W<10 岩盤 薗原 A 斜面（日本道路公団）の実験 
平均値 0.58 (0.26) W<10 崖錐 薗原 B 斜面（日本道路公団）の実験 
平均値 0.275 (0.28) W 10 岩盤 立山有料道路（富山県）の実験 
平均値 0.275 (0.22) W 10 崖錐 甲田（金沢大学）の実験 
接線反発
係数 
平均値 0.58 (0.25) W<10 岩盤 薗原 A 斜面（日本道路公団）の実験 
平均値 0.77 (0.17) W<10 崖錐 薗原 B 斜面（日本道路公団）の実験 
平均値 0.78 (0.25) W 10 岩盤 立山有料道路（富山県）の実験 
平均値 0.78 (0.18) W 10 崖錐 立山有料道路（富山県）の実験 
限界速度 平均値 4.69 (2.02) なし 岩盤 薗原 A 斜面（日本道路公団）の実験 
平均値 8.5 (2.5) なし 崖錐 薗原 B 斜面（日本道路公団）の実験 
 
2.2.3 その他の必要なデータ 
落石シミュレーションは，上述のパラメータの他に次のデータを必要とする。①落石径ま
たは重量とその位置，②落下が予想される経路の縦断面図，③斜面の岩質・土質，植生。落
石径は回転運動の場合に必要となる。落石重量は，求められた速度から運動エネルギーを求
めるために必要であり，その位置は落下するスタート位置として重要である。また，落石重
量によって異なるパラメータ（反発係数）もある。落下経路の縦断面図は，斜面勾配やその
変化によって落石がたどる軌跡を再現するうえで必要となる。また，斜面の岩質・土質や植
生によって，摩擦係数，粘性抵抗係数，反発係数，限界速度の数値が決定される。 
 
2.2.4 落石シミュレーションの手順 
落石の運動形態が様々な条件で変化することを考慮して，落石シミュレーションを図 2.6
に示すフローチャートに従って行う。運動形態の変化の基本的な考え方は，以下のとおりで
ある。 
落石がある斜面上を回転運動している場合，そのまま回転運動を続けるか，すべり運動に
移行するかを式（2.11）で判定する。跳躍運動への移行は，式（2.16）で判定する。すべての
運動形態に対し，速度が 0 になった場合，落下は停止し計算を終了する。 
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落石がすべり運動している場合は，すべり運動を続けるか，回転運動に移行するかを式
（2.11）で判定する。法線反発係数 e を 0 < e < 1 の範囲で取り扱っているため，落石が跳躍運
動を一度始めると，他の運動形態に移行しなくなる。そこで，斜面衝突後の斜面方向の跳躍
距離が落石直径の 10分の 1以下となった場合には，回転運動またはすべり運動に移行させる。 
落石シミュレーションにおける主なパラメータは，確率密度関数として信頼区間 95％をも
つ正規乱数を用いている。確率密度関数の例を図 2.7に示す。参考文献 4)の検討結果に従い，
落石シミュレーションの試行回数は，300 回，採用値は平均値+2×標準偏差の値をとる。落石
シミュレーションの入力例を図 2.8に示す。 
                   
 
図 2.6 落石シミュレーションの手順 
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        図 2.7 確率密度関数の例 
  
 
 図 2.8 落石シミュレーションの入力例 
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2.3 落石シミュレーションからの等価摩擦係数の推定 
 
2.3.1 落石シミュレーションの信頼性 
 富山県の立山有料道路における長大斜面で実施された大規模な落石実験結果と落石シミュ
レーション結果の比較が報告されている 5)。発破で落下させた多数の落石（総数 219 個，最
大 400kN）の実際の停止位置は，図 2.9 に示すように，落石シミュレーションで求めた停止
位置と極めて近い結果となり，落石の運動を精度よく表現したことの一つの証明となる。こ
の他，落石が頻発する様々な斜面で落石シミュレーションを行い，実際の落石停止位置と落
石シミュレーションによる停止位置が一致することを確認し検証している。図 2.10に示すよ
うに，落石の発生源と停止位置が明確で落石が頻発する斜面において落石シミュレーション
を行った 3)。実際の落石停止位置と落石シミュレーションによる停止位置は，一致した。ま
た，道路に設置されているスノーシェッド上には，これまで落石は到達していないことがわ
かっており，落石シミュレーションでもスノーシェッド直前ですべて停止したことから，再
現性は高いと考えられる。図 2.11に示す斜面においても，実際の落石停止位置と落石シミュ
レーションの停止位置は，一致した。また，落石はこれまで斜面下端の建物までは到達せず，
直前で停止していたことを落石シミュレーションで再現することができた 3)。以上のように，
落石シミュレーションは，再現性が高いことや極めて多数の実際斜面の落石対策に適用され
ていることからも信頼性が高いと考えられている。したがって，落石シミュレーションによ
る長大斜面での落石運動エネルギーの推定も信頼性があると考えられ，その結果に基づく等
価摩擦係数の逆算も実際的な意味があると言える。 
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図 2.9 立山有料道路における落石実験とシミュレーションの度数分布 5) 
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図 2.10 一般国道 17号（新潟県内）における落石シミュレーションによる落石停止位置の検証
3)
 
 
 
図 2.11 立山砂防水谷平（富山県内）における落石シミュレーションによる落石停止位置の検証
3) 
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2.3.2 落石シミュレーションからの等価摩擦係数の逆算 
著者が過去に行った多数の現場での落石シミュレーションから求まる運動エネルギーから，
式（3.1）を用いて，便覧式における等価摩擦係数 μを逆算した結果を表 2.5に示す。対象と
した現場は，以下の条件で選択した。1）落下高さは 40m 以上，2）大部分が崖錐（土砂）か
らなる斜面，3）落石重量には制限を設けない，4）試行回数 300 回，採用値は「平均値＋2×
標準偏差」を用いているケース，5）発生源から照査位置（山麓部）への到達数が極端に少な
いケースは対象としない。 
 表 2.5 中に示す「到達率」は，図 2.8 に示すように，発生源から照査位置（山麓部）まで
止まらずに到達した割合である。「崖錐の占める割合」は，発生源から照査位置（山麓部）ま
での斜面表面の土質を崖錐と岩盤に区分したときの崖錐の割合である。 
 
2.3.3 逆算した等価摩擦係数の傾向 
 図 2.12に，逆算した等価摩擦係数と平均斜面勾配の関係を示す。斜面勾配について顕著な
傾向はみられないが，45°以上の急勾配斜面では等価摩擦係数が比較的小さく，緩斜面のよう
に減衰が顕著ではない。図 2.13に，逆算した等価摩擦係数と落石重量の関係を示す。斜面勾
配が 45°以上のデータ数がやや少ないが，落石重量による顕著な傾向は認められないようであ
る。後述するように，図 2.13の下限として等価摩擦係数を設定するが，下限を設定するため
のデータとしては，45°以上の場合も，ある程度のデータ数があると考えられる。図 2.14に，
逆算した等価摩擦係数と落下高さの関係を示す。落下高さが大きく，勾配 45°以下の緩斜面で
は，等価摩擦係数が落下高さに応じて増加する傾向があり，一点鎖線で示すように正の相関
が見られる。相関係数は，0.45 となりかなり相関がある。このことは，落下高さが大きくな
ると等価摩擦係数も大きくなることを示しているが，緩勾配では落下高さが大きければ斜面
長が大きくなることによって減衰する傾向が強くなる。図 2.12および図 2.14に示すように，
斜面勾配 45°以上では等価摩擦係数は小さく，45°を境としてかなり明確な差が認められる。
図 2.14中の実線および破線は，以上のことを考慮して設計で用いる等価摩擦係数を安全側に
小さく提案するものである。ただし，斜面勾配 45°以上の場合は，プロットするデータ数が少
ないため，落石対策便覧で示されている落下高さ 60m 以下の等価摩擦係数 0.35 とプロットデ
ータから提案式を算定した。 
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表 2.5（a) 過去に行ったシミュレーションの結果集計（その 1） 
地 点 落石重量
(kN) 
落下高さ
(m) 
平均斜面
勾配(θ） 
運動ｴﾈﾙｷﾞｰ
(kJ) 
換算等価
摩擦係数 
到達率
(%) 
崖錐の占
める割合 
石川 A 21.0 49.5 36.7 217.1 0.60 199/300 100% 
石川 B 2.0 42.4 39.3 35.4 0.51 290/300 100% 
福井 A 66.3 159.0 39.7 1419.3 0.73 300/300 100% 
福井 B 37.0 159.0 39.7 592.1 0.75 300/300 100% 
福井 C 13.6 96.0 43.2 105.9 0.87 292/300 80% 
福井 D 13.6 110.1 42.8 213.4 0.81 180/300 80% 
福井 E 1.7 96.0 43.2 31.3 0.78 218/300 80% 
福井 F 1.7 110.1 42.8 37.3 0.76 145/300 80% 
福井 G 7.0 61.3 37.3 74.2 0.64 240/300 90% 
福井 H 7.0 47.1 36.6 28.1 0.69 101/300 90% 
富山 A 20.0 140.3 41.5 356.6 0.78 300/300 100 
富山 B 10.0 119.2 46.2 371.5 0.75 300/300 60% 
富山 C 10.0 133.4 44.2 594.4 0.58 300/300 100% 
富山 D 10.0 159.2 43.8 662.3 0.60 300/300 60% 
富山 E 10.0 130.5 46.9 832.3 0.45 293/300 100% 
富山 F 15.0 130.5 46.9 1270.4 0.44 297/300 100% 
富山 G 20.0 130.5 46.9 1741.0 0.42 298/300 100% 
富山 H 30.0 130.5 46.9 2359.5 0.48 291/300 100% 
富山 I 10.0 110.6 42.3 308.8 0.68 244/300 100% 
富山 J 15.0 110.6 42.3 465.8 0.68 230/300 100% 
富山 K 20.0 110.6 42.3 736.3 0.63 240/300 100% 
富山 L 30.0 110.6 42.3 1307.4 0.58 112/300 100% 
富山 M 10.0 42.1 43.0 187.1 0.56 299/300 100% 
富山 N 30.0 42.1 43.0 604.3 0.53 300/300 100% 
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      表 2.5（b) 過去に行ったシミュレーションの結果集計（その 2） 
地 点 落石重量
(kN) 
落下高さ
（m） 
平均斜面
勾配（θ） 
運動ｴﾈﾙｷﾞｰ
（kJ） 
換算等価
摩擦係数 
到達率
(%) 
崖錐の占
める割合 
新潟 A 55.0 135.3 39.6 258.0 0.80 236/300 100% 
新潟 B 1.7 42.1 46.9 24.8 0.73 300/300 100% 
新潟 C 468.0 193.3 36.1 13004.1 0.63 275/300 100% 
新潟 D 109.0 41.4 43.0 2128.4 0.53 300/300 90% 
新潟 E 5.0 84.8 40.5 1419.3 0.73 281/300 90% 
新潟 F 10.0 84.8 40.5 197.3 0.49 299/300 90% 
三重 A 5.1 45.5 44.2 87.0 0.64 283/300 80% 
三重 B 5.1 53.5 44.7 43.8 0.61 283/300 80% 
三重 C 5.1 58.6 45.0 159.1 0.52 283/300 80% 
三重 D 17.85 44.2 44.2 315.4 0.62 292/300 80% 
三重 E 17.85 52.2 44.7 447.3 0.56 292/300 80% 
三重 F 11.0 42.8 40.6 150.6 0.61 300/300 80% 
三重 G 41.0 49.2 42.3 1019.7 0.49 300/300 80% 
三重 H 41.0 57.6 41.3 858.9 0.59 300/300 80% 
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図 2.12 平均斜面勾配と等価摩擦係数の関係 
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図 2.13 落石重量と等価摩擦係数の関係 
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図 2.14 落下高さと等価摩擦係数の関係 
 
 
 
 
 
 
μ=0.35（落石対策便覧より） 
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2.3.4 落石運動エネルギー推定に必要な等価摩擦係数の提案 
   以上の結果を表 2.6 にまとめる。表 2.1 に加えて，表 2.6 の等価摩擦係数を用いて，40m
以上の落下高さの斜面に便覧式を適用することを提案する。表 2.6では，斜面勾配 45°でボー
ダーラインを設け，45°未満では落下高さ 50m で等価摩擦係数を 0.5 とした。45°以上では落
下高さ 50m で等価摩擦係数 0.35 を目安とする。45°以上のデータ数がやや少ないので，今後
さらにデータを蓄積する必要がある。また，岩盤主体の急勾配斜面や，多段切土斜面のよう
に形状の変化が大きい場合は，跳躍運動が主体となり，表 2.6 のように減衰する傾向になら
ない可能性が高いので，表 2.6の適用が困難と考えられる。 
     実際，算定される運動エネルギーは，便覧式において実落下高さで算定した場合では過大
となり，落下高さ 40m を上限とした場合では過小になることが知られている。提案式では，
全体的な傾向として，これらの中間的な値となる。 
   
      表 2.6 落下高さ 40m 以上で用いる等価摩擦係数（崖錐斜面を対象） 
平均斜面勾配（θ) 落下高さ（H) 等価摩擦係数（μ） 等価摩擦係数の提案式 
 
45°未満 
  50m 0.50  
μ=0.45+0.001・H  100m 0.55 
 150m 0.60 
 200m 0.65 
45°以上   50m 0.35 μ=0.30+0.001・H 
 150m 0.45 
 
2.4 本章の結論 
 
 落下高さが 40m を越える場合，落石対策便覧の記載が不明確であるため，落石対策便覧に
よる方法と落石シミュレーションによる方法には，その結果に大きな差がある。落下高さが
40m を越える場合，落石対策便覧では落石シミュレーションを推奨しているが，現実には落
石シミュレーションを行うケースは多くはなく，また，すべての現場でかつすべての落石を
対象として落石シミュレーションを行うことは事実上困難である。本提案では，実際の多数
の落石シミュレーション結果と実測値を比較することにより，平均斜面勾配や落下高さから
等価摩擦係数を推定し，この等価摩擦係数を用いて落石対策便覧による方法を適用する方法
を提案した。本提案は，落石対策便覧と落石シミュレーションの差を埋める実用的な方法で
あり，落石シミュレーションを行えない場合でも，落石運動エネルギーを精度よく推定でき
る実用的な方法であるため，落石対策技術における有用性は高い。また，本提案では，落石
シミュレーションの信頼性の検証も行っているため，本提案の信頼性は高いと考えられる。
したがって，本提案による実落下高さを用いた運動エネルギーの算出方法によって，現地に
適合した計画・設計が可能になると考えられる。 
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第 3 章 落石跳躍量の予測方法の提案 
3.1 まえがき 
 
落石跳躍量の予測に関する研究成果は，これまでにほとんど報告されておらず，不明確な
部分が多い。落石跳躍量を精度よく予測するには，落石運動シミュレーション解析（以下で
は落石シミュレーションと称する）を行うことが最善であるが，すべての現場でかつすべて
の落石を対象に落石シミュレーションを行うことは困難である。落石対策便覧の記載 1)が十
分に明確ではないため，落石対策便覧から予測する方法と落石シミュレーションから予測す
る方法では，その結果に大きな差がある。本章では，多数の落石シミュレーション結果と実
測値を比較することより，落下高さから跳躍量を予測する式を提案する。遷急点からの跳躍
量・高さを予測する簡便な方法も新たに提案する。また，一般的には跳躍量を 2m として設
計する場合が多いが，標準的な跳躍量を 2m とすることは危険であり，多数の実績に基づい
て 3m を標準とすることも提案する。これらの提案は，落石シミュレーションを行えない場
合でも跳躍量の予測精度を確保する新しい方法であり，落石対策技術における新規性・有用
性は高いと考えられる。落石シミュレーションの信頼性が高いことの検証も行っており，本
提案の信頼性は高いと考えられる。以下に，本章の方針の詳細を述べる。 
防護対策工を計画・設計する場合に必要となる落石の衝突高さは，落石の跳躍量によって
決定される。落石対策便覧では，一般的に 2m としているが，落石条件や斜面特性によって
は過小評価の可能性がある。また，跳躍量が 4～5m となる条件も不明確である。以上より，
計画・設計を行う上で精度の高い跳躍量予測方法が求められている。そこで，著者がかねて
から携わってきた落石シミュレーションによって得られたデータを基に，落石条件や斜面特
性を考慮した落石の跳躍量の予測方法について述べる。 
防護対策工を設計する場合，落石運動エネルギーと防護対策工の位置において衝突高さを
推定しなければならない。運動エネルギーの推定には，落石対策便覧による次式が広く用い
られている。 
 
(3.1) 
 
ここに，E：落石の運動エネルギー，β：回転エネルギー係数（0.1），μ：等価摩擦係数（表
3.1参照)，θ：斜面勾配，W：落石重量（kN），H：落下高さ（m）で，落石の発生源と落石が
衝突する防護対策工との落差である。回転エネルギー係数は回転エネルギーと線速度エネル
ギーとの比であり，落石対策便覧では既往の落石実験より 0.1 としている。 
 衝突高さを予測するためには，落石の跳躍量を把握する必要がある。落石対策便覧では図
3.1に示す軌跡の最大跳躍量を採用するとしており，「最大跳躍量 h は，一般的な斜面形状の
場合には落石の形状によらず，ほとんどが 2m 以下（総落石数の 80～85%）であるが，斜面
に突起があるとこれを超える。」としている。また，「凹凸の少ない斜面では，跳躍量が 2m
HWθμβE ・)tan/1)(1( 
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を超えることは少ないが，斜面上の局部的な突起のある場合や，凹凸の多い斜面では，跳躍
量は 2m 以上になることがあり，落下高さの大きい場合には 4～5m に達することもある。」と
している。さらに，個々の現場状況に応じた落石シミュレーションを実施することが望まし
いとしている。 
 実際の計画・設計では，落石対策便覧における跳躍量が 2m 以上となる条件を明確に把握
することが困難であることから，跳躍量を 2m として設計している場合が多い。跳躍量を精
度よく予測するには，落石シミュレーションを行うことが適切であるが，費用や時間の制約
から実施できない場合も多い。本論文では，著者が過去に実施した落石シミュレーションに
おける跳躍量データを分析・評価することにより，簡便で実用的な跳躍量の予測方法を提案
する。 
  
表 3.1 斜面の種類と等価摩擦係数 μの値 1) 
区分 落石および斜面の特性 
設計に用
いる μ 
実験から得ら
れる μの範囲 
A 硬岩，丸状；凹凸小，立木なし 0.05 0～0.1 
B 軟岩，角状～丸状；凹凸中～大，立木なし 0.15 0.11～0.2 
C 土砂・崖錐，丸状～角；凹凸小～中，立木なし 0.25 0.21～0.3 
D 
崖錐・巨礫混じり崖錐，角状；凹凸大～中，立木あり～
なし 
0.35 0.31～ 
 
              
 図 3.1 落石の軌跡の模式図（その 1）1) 
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3.2 落石シミュレーションからの跳躍量の予測 
 
3.2.1 落石シミュレーションの信頼性 
 図 2.9 に示すように，富山県の立山有料道路における長大斜面で実施された大規模な落石
実験結果で，多数の落石（総数 219 個，最大 400kN）の実際に計測された停止位置は，落石
シミュレーションで求めた停止位置と極めて近い結果となることが示された 2)。また，図 2.10
や図 2.11に示す斜面においても落石の停止位置は一致しており，これらの結果は落石シミュ
レーションの精度の高さを証明している。また，落石シミュレーションは，極めて多数の実
際斜面の落石対策に一般的に適用されている信頼性が高い手法であり，落石シミュレーショ
ンによる跳躍量の推定も信頼性があると考えられる。 
 
3.2.2 落石シミュレーションによる跳躍量データ 
著者が過去に行った多数の現場での落石シミュレーション結果から集計した跳躍量を表
4.4 に示す。対象とした現場は以下の方針で選択した。1）落下高さに制限を設けない，2）
斜面の土質区分に制限を設けない，3）落石重量に制限を設けない，4）試行回数 300 回，「平
均値＋2×標準偏差」を採用している。 
 落石対策便覧では，最大跳躍量 h は，落石重心の軌跡の斜面垂直方向高さの最大値と定義
している（図 3.1）。落石シミュレーションでは，防護柵のように鉛直方向に防護施設を設け
る場合が多いため，図 3.2 に示すように鉛直方向跳躍量（h1）の最大値を求めるが，落石対
策便覧の定義と整合させるため，鉛直方向跳躍量（h1）から斜面垂直方向跳躍量（h2）を求
めて表 3.2 に示した。したがって，本論文で定義する跳躍量は，落石対策便覧と同様に斜面
垂直方向跳躍量である。表 3.2 中の「到達率」は，図 2.8 に示すように，発生源から照査位
置まで止まらずに到達した割合である。「崖錐の占める割合」は，発生源から照査位置までの
斜面表面の土質を崖錐と岩盤に区分したときの崖錐の割合である。 
 
 
    図 3.2 落石シミュレーションにおける跳躍量照査のパターン 
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表 3.2（a) 過去に行った落石シミュレーション結果（その 1） 
地 点 落石重量
(kN) 
落下高さ
(m) 
平均斜面
勾配(θ) 
鉛直方向跳
躍量(m) 
斜面垂直方
向跳躍量(m) 
到達率 崖錐の占
める割合 
石川 A 2.0 54.2 33.6 11.23 5.10 163/300 80% 
石川 B 2.0 40.2 31.4 1.97 1.68 290/300 100% 
石川 C 2.0 67.6 33.1 4.36 3.65 109/300 100% 
石川 D 2.0 42.4 39.3 1.73 1.34 290/300 100% 
石川 E 1.0 30.3 37.8 1.60 1.26 226/300 100% 
石川 F 7.0 16.9 37.2 1.35 1.08 236/300 100% 
石川 G 1.7 75.3 38.9 0.93 0.72 278/300 100% 
石川 H 158.2 169.0 35.6 3.21 2.61 275/300 100% 
石川 I 58.0 58.8 57.0 2.41 1.31 299/300 30% 
石川 J 51.0 81.2 61.3 8.02 3.85 268/300 10% 
石川 K 21.0 49.5 36.7 3.21 2.57 199/300 100% 
石川 L 13.6 80.4 49.8 14.05 9.08 300/300 30% 
石川 M 17.0 25.0 47.8 9.58 6.43 167/300 40% 
石川 N 17.0 25.0 47.8 8.12 5.45 186/300 40% 
石川 O 17.0 25.0 47.8 0.69 0.46 139/300 40% 
石川 P 13.6 80.4 49.8 13.75 8.88 238/300 10% 
石川 Q 13.6 80.4 49.8 4.52 2.92 198/300 10% 
石川 R 56.2 63.2 33.6 7.98 6.11 289/300 80% 
石川 S 17.5 58.3 46.1 16.5 9.61 300/300 40% 
富山 A 10.0 119.2 46.2 3.60 2.49 300/300 60% 
富山 B 20.0 140.3 41.5 3.88 2.90 300/300 100% 
富山 C 10.0 133.4 44.2 4.59 3.29 300/300 100% 
富山 D 10.0 159.2 43.8 14.10 10.18 300/300 100% 
富山 E 10.0 42.1 43.0 3.17 2.32 299/300 100% 
富山 F 30.0 42.1 43.0 3.21 2.35 300/300 100% 
富山 G 509.6 47.0 31.8 1.69 1.44 14/300 100% 
福井 A 66.3 159.0 39.9 4.47 3.43 300/300 100% 
福井 B 37.0 32.9 38.4 1.60 1.25 151/300 100% 
福井 C 13.6 96.0 43.2 0.74 0.54 292/300 80% 
福井 D 13.6 110.1 42.8 5.37 3.94 180/300 80% 
福井 E 1.7 96.0 43.2 1.14 0.83 218/300 80% 
福井 F 1.7 110.1 42.8 9.42 6.91 145/300 80% 
福井 G 7.0 61.3 37.3 0.61 0.49 240/300 90% 
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      表 3.2（b) 過去に行った落石シミュレーションの結果（その 2） 
地 点 落石重量
(kN) 
落下高さ
(m) 
平均斜面勾
配(θ） 
鉛直方向跳
躍量(m) 
斜面垂直方
向跳躍量(m) 
到達率 崖錐の占
める割合 
福井 H 7.0 47.1 36.6 4.30 3.45 101/300 90% 
新潟 A 1.7 29.6 41.1 4.23 3.19 298/300 70% 
新潟 B 5.0 108.0 37.9 1.04 0.82 198/300 90% 
新潟 C 10.0 108.0 37.9 0.69 0.54 180/300 90% 
新潟 D 5.0 43.5 35.5 1.64 1.34 300/300 90% 
新潟 E 10.0 43.5 35.5 1.66 1.35 295/300 90% 
新潟 F 5.0 222.4 35.4 3.21 2.62 300/300 100% 
新潟 G 10.0 222.4 35.4 1.71 1.39 293/300 100% 
新潟 H 5.0 97.6 32.1 2.84 2.40 40/300 100% 
新潟 I 10.0 97.6 32.1 3.77 3.19 15/300 100% 
新潟 J 1.7 42.1 46.9 2.07 1.41 300/300 90% 
新潟 K 55.0 135.3 39.6 1.12 0.86 236/300 90% 
三重 A 67.3 10.0 41.8 - 1.08 300/300 100% 
三重 B 67.3 22.6 39.3 1.26 0.97 300/300 70% 
三重 C 33.7 14.3 41.6 - 1.08 300/300 100% 
三重 D 33.7 25.3 39.5 1.08 0.83 300/300 80% 
三重 E 5.1 45.4 44.2 - 2.61 283/300 70% 
三重 F 5.1 52.7 44.7 - 5.93 283/300 80% 
三重 G 5.1 57.3 44.5 13.10 9.34 61/300 80% 
三重 H 17.85 45.5 43.5 - 1.99 292/300 70% 
三重 I 17.85 53.5 44.7 - 5.54 292/300 80% 
三重 J 17.85 58.6 44.5 10.01 7.14 97/300 80% 
三重 K 5.1 28.7 42.5 - 1.64 286/300 80% 
三重 L 5.1 35.9 42.9 - 2.67 286/300 80% 
三重 M 11.0 34.5 41.9 - 1.19 300/300 70% 
三重 N 11.0 42.8 40.6 - 0.95 126/300 80% 
三重 O 41.0 49.2 42.3 - 1.87 300/300 80% 
三重 P 41.0 57.6 41.3 - 1.63 300/300 80% 
三重 Q 208.0 190.8 52.8 3.20 1.94 298/300 20% 
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3.2.3 跳躍量の分析 
 落石跳躍量には様々な要因が影響する。以下では，著者の多数の経験に基づいて，跳躍量
に影響する多様な要因についての分析とまとめを行う。 
a）突起や凹凸が顕著な場合 
 図 3.3 に落石シミュレーションによる跳躍量の度数分布を示す。跳躍量 2m 以下のケース
は 30/63 と半数に満たない。そこで，跳躍量の極端に大きいケースについて個々に検証する。
跳躍量が大きいケースは，落石対策便覧で「斜面上の局部的な突起のある場合や，凹凸の多
い斜面では，跳躍量は 2m 以上になることがある。」としている場合（以下では突起や凹凸が
顕著な斜面と称する）に相当すると考えられる。著者の経験では，跳躍量が大きいケースは
以下の 3 つの要因（図 3.4）に分類される。①斜面中の突起や凹凸，②山麓部（防護位置付
近）に遷急点（斜面上方からみて勾配が緩から急に変化する点）を有する地形，③山麓部（防
護位置付近）の法面小段である。要因③は突起の一種ではあるが，人工的な形状であること
から取り扱いは別とした。 
図 3.5に要因①，図 3.6に要因①と②, 図 3.7に要因①と③, 図 3.8に要因②と③が重複
した事例の軌跡図を示す。要因②では下部の斜面勾配が急になるため，ジャンプ台のように
飛び出て跳躍量が増加する。要因②と③では，防護位置に近いため，防護対策工への影響が
大きくなる。図 3.5 と図 3.7 で，斜面全体の地形は同じで，小段の有無のみが異なるが，小
段がある図 3.7 の跳躍量が明らかに大きい。表 3.2 で，突起や凹凸が顕著な斜面を除くと，
跳躍量が 2m 以下となる比率は 29/42（約 70%）になる。 
 
       
図 3.3 落石シミュレーションにおける跳躍量ごとの度数分布 
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図 3.4 突起や凹凸が顕著な斜面の模式図  
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図 3.5 突起・凹凸が顕著な斜面における落石シミュレーションの事例 
 
図 3.6 突起・凹凸が顕著で遷急点を有する地形の斜面における落石シミュレーションの事例 
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図 3.7 突起・凹凸が顕著で山麓部に法面小段をもつ斜面おける落石シミュレーションの事例 
 
 
図 3.8 遷急点を有する地形で法面小段をもつ斜面おける落石シミュレーションの事例 
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b）斜面勾配 
 表 3.2から，跳躍量と落下高さ H（式 3.1 参照）の関係を図 3.9に示す。落下高さが大きく
なると跳躍量が増加する傾向が認められる。跳躍量と斜面勾配の関係を図 3.10に示す。斜面
勾配と跳躍量の相関は明確ではない。 
c）遷急点を有する地形 
 山麓部に遷急点がある場合，斜面上部の跳躍開始の緩斜面勾配を延長した線から求めた跳
躍量（図 3.11参照）を表 3.3に示す。遷急点の有無の他に突起や凹凸，小段の影響もあるた
め全体的に跳躍量は大きいが，遷急点を有する地形のみのケースでの跳躍量は 3m 程度であ
る。 
 
 
図 3.9 跳躍量と落下高さの関係 
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           図 3.10 跳躍量と平均斜面勾配の関係 
 
 
 図 3.11 遷急点を有する地形における上部緩斜面の延長線に対する跳躍量 
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表 3.3 遷急点を有する地形をもつ地点の上部緩斜面延長線からの跳躍量 
 ①斜面中
の突起 
②山麓部遷
急点の有
無 
③山麓部の
法面小段 
鉛直方向跳
躍量(m) 
斜面垂直方向
跳躍量(m) 
上部緩斜面延長
線上の垂直方向
跳躍量(m) 
石川 A  ○ ○ 11.23 5.10 3.52 
石川 I  ○  3.21 2.61 0 
石川 K ○ ○  8.02 3.85 2.41 
石川 N  ○ ○ 9.58 6.43 3.14 
石川 O  ○ ○ 8.12 5.45 2.16 
石川 S  ○ ○ 7.98 6.11 0.57 
石川 T  ○ ○ 16.5 9.61 0.76 
福井 D  ○  5.37 3.94 0.27 
福井 F  ○  9.42 6.91 3.24 
福井 H  ○  4.30 3.45 0 
富山 D ○ ○  14.10 10.18 6.57 
新潟 A ○ ○  4.26 3.19 1.68 
三重 G ○ ○  13.10 9.34 7.92 
三重 J ○ ○  10.01 7.14 5.71 
 
3.2.4  跳躍量予測方法の提案 
 3.2.3の分析結果に基づいて，以下では，精度の高い新たな予測方法の提案を行う。 
a）標準的な値 
   斜面の地形的要因により跳躍量が大きく変化することを示した。突起や凹凸が顕著な斜面
を除いた比較的平坦な斜面では，跳躍量 2m 以下の比率が 70%，跳躍量 3m 以下の比率が 90%
となった。実際斜面で落石対策の設計において跳躍量 2m 以下と設定することは，比較的平
坦な斜面でも危険となる可能性がある。安全側の標準的な値として，跳躍量 3m を提案する。 
  b）落下高さ H（式 3.1 参照）からの予測 
過去の落石シミュレーションの整理結果では，図 3.9 に示したようにバラツキは大きいも
のの，跳躍量 h（m）と落下高さ H（m）に次のような傾向がある。 
 
       (3.2) 
 
c）遷急点を有する地形 
遷急点を有する地形の場合の跳躍量を予測する方法を示す（図 3.12 参照）。遷急点（x0，y0）
から跳躍を開始すると仮定する。遷急点に達する速度 V0は，式（3.1）の運動エネルギーから
求められる。 
0.201.0  Hh
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(3.3)  
 
   ここに，E：落石の運動エネルギー（kJ），W：落石重量（kN），g：重力加速度である。飛
び出し角 β は，表 2.4 に示す法線反発係数と接線反発係数を用いて次のように決める。法線
反発係数と接線反発係数の設定は，平均値からスタートして，法線反発係数は 95%信頼区間
の上限値に向かって，接線反発係数は 95%信頼区間の下限値に向かって数値の組み合わせを
変化させる。数回試行すれば傾向が把握できる。跳躍量が最大となるのは，法線反発係数が
95%信頼区間の上限値，接線反発係数が下限値の場合となる。以上のデータから式（3.12）で
座標 xd，yd を計算して軌跡が与えられ，跳躍量が決まる。 
 
     
        図 3.12 遷急点を有する地形における落石の跳躍量 
 
3.3 本章の結論 
 
 落石跳躍量を精度よく予測するには，落石シミュレーションを行うことが最善であるが，
現実的に落石シミュレーションを行うケースは多くない。また，すべての現場でかつすべて
の落石を対象に落石シミュレーションを行うことは困難である。落石対策便覧の記載が十分
に明確ではないため，跳躍量について，落石対策便覧から予測する方法と落石シミュレーシ
ョンから予測する方法では，その結果に大きな差がある。本提案では，多数の落石シミュレ
ーション結果と実測値を比較することにより，落下高さから跳躍量を予測する式を提案した。
遷急点からの跳躍量・高さを予測する簡便な方法も新たに提案した。また，一般的には跳躍
WgEV /20 
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量を 2m として設計する場合が多いが，標準的な跳躍量を 2m とすることは危険であり，多数
の実績に基づいて 3m を標準とすることを提案したことは新しい知見といえる。本提案は，
落石シミュレーションを行えない場合でも跳躍量の予測精度を確保する新しい方法であり，
落石対策技術における新規性や有用性は高い。したがって，提案した方法によって現地に適
合した精度の高い落石跳躍量の予測が可能になると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 56 
参考文献 
1) 日本道路協会：落石対策便覧，2000. 
2) 土肥行雄，清水晴彦，佐伯滋，吉田博，四藤勝彦：立山有料道路における巨岩処理と落
石エネルギー評価，第 2 回落石等による衝撃問題に関するシンポジウム講演論文集，
pp.140-145，1993. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 57 
第４章 落石予防対策工の信頼性評価 
 
4.1 まえがき 
 
落石予防対策工として用いられる岩接着モルタル工法は，接着モルタルを使用して，不安
定な浮石や転石を安定な岩塊や岩盤と接着し，一体化することによって安定化を図る工法で
ある 1)。岩接着モルタル工法施工前後の事例を写真 4.1～写真 4.4に示す。岩接着モルタル工
法は，国内で 3000 件以上の施工実績をもつが，現位置における簡単で信頼性の高い接着効果
の確認方法が確立されていないことが課題である。従来は，コアボーリングで試料を採取し
て引張試験などを行う破壊的な方法が用いられているが，この方法は以下の問題点をもつ。1）
確認できる個所が全体の接着面と比べて小さく，信頼性に欠ける。2）工費が高価となり，長
時間を要する。3）ボーリングが困難である場合も多い。したがって，本論文では，非破壊的
な方法による接着効果の評価を検討する。 
本章では，非破壊法による接着効果の評価を目標として，後述する「落石危険度振動調査
法」を用いて模型実験と現場実験を行った結果を報告する。浮石と直近の安定した地盤に振
動計を設置し，振動特性を把握して浮石の安定性を評価する。その後，岩接着モルタル工法
施工後の安定性を定量的に確認することで接着効果の評価を行った。完全接着と一部接着，
未接着など種々の条件で多数の模型実験と現場試験を行った。施工前と施工後を比べ，全体
的に評価指標の安定性が向上したことや，施工前の自然状態→施工後の密着状態→施工後の
接着状態へと安定性が上昇する傾向を確認することにより，接着効果の客観的な評価が可能
となったと考えられる。また，安定性評価の指標となる RMS 速度振幅比と卓越周波数および
減衰定数の傾向や感度も把握し，新たな知見を得た。現場実験でも，岩接着モルタル工法施
工後の浮石の安定性が上昇しており，接着効果を評価することができた。岩接着モルタル工
法については，従来は静力学的な安定性評価方法が中心であったが，落石危険度振動調査法
という動的な方法を用いることにより，新たな信頼性のある評価が可能となったと考えられ
る。以下に，本章の方針の詳細を示す。 
「落石危険度振動調査法」は，旧日本道路公団試験研究所の奥園らによって研究・開発が
始められた。奥園ら 2)は，模型実験で転石周辺と転石上部の振動加速度を測定し，実際の斜
面で浮石について同様な測定を行っている。転石や浮石上部の加速度と周辺斜面の加速度の
比を求め，転石や浮石の引張りに対する抵抗力が小さい場合に加速度比が大きくなることを
示している。竹内ら 3)は，実際の斜面で多数の浮石と周辺の振動速度を測定し，最大速度振
幅比やスペクトル比が落石安定性の有効な判定基準になることを示した。永吉ら 4)は，実際
の斜面で浮石について同様な測定を行い，浮石部と基盤部の相互スペクトルを基盤部のパワ
ースペクトルで除した周波数応答関数を求め，周波数応答関数が単一のピークをもつ曲線で
表されることを示している。また，この応答曲線から 1 質点系モデルを想定した場合の卓越
周波数と減衰定数を逆算することを提案している。永吉ら 5)は，この方法を実際の斜面の浮
石や転石に適用して，卓越周波数が低いほど減衰定数が小さいほど，落石安定性が低くなる 
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ことを示している。竹本ら 6)は，模型実験と現地計測結果について種々の整理を行い，RMS
（Root Mean Square）速度振幅比と卓越周波数，減衰定数の関係で整理する方法が落石安定
性を判定する有効な指標となることを示している。以上の一連の研究は竹本ら 7)，永吉ら 8)，
緒方ら 9)により統一的にまとめられている。以上のように開発された方法は，「落石危険度振
動調査法」と称されている。本論文では，この落石危険度振動調査法を適用して，岩接着モ
ルタル工法の接着効果を客観的かつ定量的に評価するために 2 種類の模型実験と現場実験を
行った結果を報告する。また，模型実験では，岩接着モルタル工法を用いて供試体を接着や
充填し，その後に様々な状態の安定性を計測した。特に，接着作業（基盤と一体化する接着
効果）と充填作業（基盤と密着した充填効果）を行い，それぞれの安定性を比較することに
より，接着効果を明らかにする。 
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 写真 4.1 岩接着モルタル工法施工前    写真 4.2 岩接着モルタル工法施工後 
 
     
写真 4.3 岩接着モルタル工法施工前     写真 4.4 岩接着モルタル工法施工後 
 
4.2 落石安定性の振動調査法 
 
4.2.1 概 要 
 「落石危険度振動調査法」と称する手法は，近傍の道路交通振動などの雑振動やカケヤに
よる打撃などの強制振動を振動源として，浮石部と直近の岩盤または地盤の振動特性を把握
し，浮石部の安定性を評価する。図 4.1（a）のように浮石を剛体，地盤（弾性体）をスプリ
ングと粘性減衰からなる連成なしの 1 質点・1 自由度のモデルに置き換える。実際の浮石で
は，浮石の質量や地盤との接合性などの不明な点が多いが，図 4.1（b）のように，浮石と地
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盤上に振動計を設置すれば，以下のような周波数分析で浮石の振動特性を評価できる。図 4.1
（b）で，地盤上と浮石部の振動測定結果のスペクトル X1(ω)，X2(ω)を次式のように表す。 
 
 
 
 
 
 
 
            (a) １質点系モデル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
              図 4.1 モデル化 
 
X1(ω) = S (ω) I1(ω)                   (4.1) 
X2(ω) = S(ω) U(ω) I2(ω)                 (4.2) 
 
ここに，S(ω)：地盤に入射する振動のスペクトル，U(ω)：浮石の振動特性スペクトル， 
I1(ω)：基盤部振動測定系の応答特性スペクトル，I2(ω)：浮石部振動測定系の応答特性スペク
トルである。式（4.2）を式（4.1）で除すると S(ω)が消去され，さらに振動測定系の特性が同
じであれば，測定系の差異が相殺され，次式のように浮石の振動特性を抽出できる。 
 
)(
)(
)(
1
2 ω
ω
ω
U
X
X
                                      (4.3) 
 
1 自由度系の振動モデルで周期的な外力が作用した場合，定常状態に達したときの振幅応
答特性は，次式の動的応答倍率Dで表される 10)。 
K 
M 
C 
 
 
浮石部振動計 X2(ω) 
S(ω)･U(ω) 
 基盤部振動計 X1(ω) 
(b) 計測模式図 
S(ω) 
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ここに，：角周波数， 0 ：卓越周波数， h ：減衰定数である。式（4.4）は，周波数 0
の部分で１になり，卓越周波数のところにピークを持ち，それより周波数が高くなるに従っ
て小さな値となる。減衰定数が小さいほどピークは高くなり，減衰定数が大きいほどピーク
が低くなってやがては過減衰になり，ピークを持たない形状になる。浮石部と基盤部の距離
が近く速度振幅が大きい場合に，振動測定により得られた周波数応答関数は，ほぼ単一のピ
ークを持つ形状をもつ場合が多く，1 自由度系の応答に近似される傾向を示す。そこで，測
定された周波数応答関数に式（4.4）をあてはめて，卓越周波数 ω0と減衰定数 h を逆算で求め
る。卓越周波数が小さいと浮石部が長い周期で揺れていることになり，危険である（従来の
調査結果から，卓越周波数が 30Hz 以下になると浮石部が不安定とされている）。減衰定数が
小さいと，揺れ始めた浮石部の揺れが減衰しにくく，長時間揺れることになり危険である（従
来の調査結果から，減衰定数が 0.2 以下になると浮石部が不安定とされている）。 
  
4.2.2 調査・分析方法 
（1）分析システム 
 計測で用いた 3 成分振動計は動電型タイプで，振動速度に比例した電圧が出力される。図
4.2 に分析処理のフローチャートを示す。試験計測で記録された波形をディスプレイ上に描
画して良好な記録を抽出し，以下に述べる①RMS 速度振幅比，②周波数応答関数，③コヒー
レンス，④卓越周波数と減衰定数の 4 項目を計算する。 
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             図 4.2 分析処理のフローチャート 
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（2）RMS 速度振幅比 
 最大速度振幅で振動速度を評価すると，混入している特殊な振動部分を拾う可能性がある
ので，次の RMS 速度振幅 A を求めて，浮石部と基盤部の振動速度振幅の比を求める。 
 
          
n
X
A
2
                                           (4.5) 
 
ここに， X ：振動記録の時系列，n：サンプリング個数である。RMS 速度振幅比は，基盤
部に対する浮石部の相対的な振幅の大きさを表しており，この値が大きいと浮石部が基盤部
より大きな振幅で揺れることを示し，基盤部との連続性が小さく危険性が大きいと判断でき
る（従来の調査結果から，この値が 2 より大きいと不安定とされている）。 
 
（3）周波数応答関数 
周波数応答関数H
~
を次式で求める。  
 
　　　　　＝
x
xy
G
G
H ~
~
~
                                    (4.6) 
 
ここに， xy
~
Ｇ ：基盤部と浮石部の相互スペクトル， x
~
Ｇ ：基盤部のパワー・スペクトルであ
る。 xyG
~
， xG
~
の計算にフーリエ・スペクトルを用いる。振動測定記録には，対象とする測点
の特性の他に，様々な振動源の影響が含まれる。これらの影響を除去するためには複数の記
録を平均することが望ましい。できるだけ誤差の少ないスペクトルを求めるために，実務で
一般的に用いられているハニングウィンドウを用いて平滑化処理を行う。周波数応答関数の
具体的な計算手順を以下に示す。①基盤部，浮石部の測定記録についてフーリエ成分を FFT
で計算する。②基盤部のフーリエ成分を X，浮石部のフーリエ成分を Y とすると，周波数応
答関数は，X＊Y/X2で与えられる（＊は共役複素数）。③次に示すハニングのウィンドウを実務
で一般的な回数として 10 回かける。 
 
        G0=0.5G0+0.5G1 
        Gk=0.25k-1+0.5G k+0.25Gk+1 k=1,2,…,m-1             (4.7) 
        Gm=0.5Gm-1+0.5Gm 
 
ここに，m：ラグの最大数である。上式で，G0については第 1 波なので G0と G1の平均を
とり，第 2 波からは前後の波の 1/4 を考慮して平均化し，最後の波の Gmは，G0と同様に単純
平均をとる。 
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（4）コヒーレンス 
 周波数応答関数が意味のある値かどうかを判断するために，入出力の相関度合いを示す次
のコヒーレンスを用いる。 
 
          
yx
xy
xy
GG
G
r ~~
~
2
                                        (4.8) 
 
ここに，rxy
2：コヒーレンス， xy
~
Ｇ ：基盤部と浮石部の相互スペクトル， x
~
Ｇ ：基盤部（入力）
のパワー・スペクトル， y
~
Ｇ ：浮石部（出力）のパワー・スペクトルである。コヒーレンスは，
入出力が理想的な線形関係にあるときは 1，無相関であれば 0 となる。浮石の場合，ノイズ
の混入が多いときや，浮石部と基盤部の状態が複雑で入出力が線形関係でないときに，コヒ
ーレンスが 0 に近くなる。本論文では，表 2.2，2.4，2.6 に示すように，浮石部と基盤部に
おけるスペクトルの相関度合いを，相関 大（●）：コヒーレンス 0.8 以上で周波数帯域が広
い，相関 中（▲）：コヒーレンス 0.8 以上で周波数帯域が狭い，相関 小（□）：コヒーレン
ス 0.5 以上 0.8 未満，相関 無（×）：コヒーレンス 0.5 未満と分類した。以上の分類は，落石
危険度振動調査法で用いられる経験に基づいている。 
 
（5）卓越周波数と減衰定数 
式（4.4）の 0 と h を次の繰り返し非線形最小二乗法で求める。式（4.4）を Taylor 展開する
と次式になる。 
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ここに， 0 ， h ：補正値である。この式は線形の連立方程式であり，最小二乗法を用い
て 0 や h を求めることができる。詳細な手順は，次のとおりである。 0 と hの初期値を仮
定して，式（2.9）を用いて 0D と偏微分係数の値を計算する。測定された応答曲線の値と式（4.9）
から求められる値の差が最も小さくなるような 0 と h を最小二乗法で計算する。次に
)( 00   と )( hh  を次の解として，式（4.9）の値と測定された応答曲線の値の差が最も
小さくなるような 0 と h を求める。この手順を繰り返すことにより， 0 と hが最適な解に
収束する。 
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4.2.3 落石安定性の評価 
 落石危険度振動調査法による安定性評価は，多数の模型実験や現地計測結果の整理に基づ
いて，図 4.3（a）卓越周波数と RMS 速度振幅比の関係を用いる方法と，図 4.3（b）減衰定
数と RMS速度振幅比の関係を用いる方法の 2 種類にまとめられている 7,8,9)。図 4.3（a），（b）
のプロット点は，既往文献のデータである 9)。卓越周波数と RMS 速度振幅比の関係を用いる
場合，RMS 速度振幅比が 2 以上で卓越周波数が 30Hz 以下の領域は，安定性が低い。RMS 速
度振幅比が 2よりも小さい領域は，安定性が高い。減衰定数とRMS速度振幅比を用いる場合，
RMS 速度振幅比が 2 以上，減衰定数が 0.2 以下の領域は，安定性が低く，RMS 速度振幅比が
2 未満の領域は安定性が高い。2 つの図とも右下になるほど安定性が低く，左上になるほど安
定性が高い。これらの結果に基づき，岩接着モルタル工法施工前の自然状態では，2 つの図
で不安定領域となり，施工後の接着で安定領域となれば施工前後の状態が判定できる。図 4.3
（a），（b）における安定領域・不安定領域は，それまでのデータに基づいて既往文献で設定
された結果であり，本論文でもそのまま利用する。 
 
  
           (a) RMS 速度振幅比と卓越周波数の関係 
       
          (b) RMS 速度振幅比と減衰定数の関係 
             図 4.3 安定性判定図 9) 
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4.3 模型実験（その 1） 
 
4.3.1 実験内容 
図 4.4 と表 4.1，写真 4.5 と写真 4.6 に示すように，コンクリートブロック壁とアスファ
ルト舗装地盤を基盤部と見なし，コンクリート二次製品（U 字溝）を浮石の供試体とした。
表 4.1 に示す 3 種類の供試体を用いた。安定性評価のための計測（岩接着モルタル工法施工
前：以下では施工前と称する）で供試体は，いずれも立脚させておくだけとした。また，岩
接着モルタル工法施工後（以下では施工後と称する）では，供試体②と③の接着しない面は
図 4.4 に示すように，ビニールを挟む処理を行った。図 4.4 に供試体と振動計の配置を示す
ように，各供試体は背面のコンクリートブロック壁より 10cm 離し，供試体間隔を 10cmとして
設置した。振動計測に先立って，使用する振動計を同一箇所に並べて感度試験を行った（感
度試験は，振動計から記録器に至るまでの測定系が各チャンネルでどのように違うかを調べるため
に行う）。振動計は，振動計の水平（X，Y）方向，上下方向をすべて同じ向きに合わせて設置した。
雑振動として周囲の道路を通行する車などの振動を利用した。安定性評価のための計測として，
それぞれの供試体の振動計測を行った。その後，岩接着モルタル工法（接着材：岩接着モル
タル 1)）を施工した。施工から 5 日後に施工後の振動計測を行った。実験後に供試体と接着モ
ルタル部分のコアボーリングを行い，接着部分について求めた引張強度は 1.25～1.44N/mm2であった。 
 
      
（単位 cm） 
          図 4.4 振動計の設置（模型実験その 1） 
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表 4.1 施工後の供試体の状態（模型実験その 1） 
 
 
       
 写真 4.5 模型実験（その 1）施工前      写真 4.6 模型実験（その 1）施工後 
 
4.3.2 実験結果 
（1）振動分析の結果 
 表 4.2に RMS 速度振幅比，周波数分析結果，卓越周波数，減衰定数の結果を示す。表中の
－は，周波数応答関数の形状でピークが表れなかったために，卓越周波数と減衰定数の値が 
求められなかったことを示す。図 4.5（a）に RMS 速度振幅比を示す。図 4.3 に示したよう
に，落石危険度振動調査法では，RMS 速度振幅比の値が 2 より大きいと浮石部は不安定，2
より小さいと安定としている。供試体①，②，③とも施工前では，X 方向と Y 方向はすべて
不安定となっているが，Z 方向は，鉛直方向であり安定上問題とならない。供試体①，②，
③でばらつきが見られる。施工後は，RMS 速度振幅比が小さくなっており，すべて安定領域
であり接着効果が出ている。接着箇所の少ない供試体②や③の RMS 速度振幅比が小さくなっ
ているのは，岩接着により U 字溝の体積が増加したためと考えられる。図 4.5（b）に卓越周
波数の結果を示す。図 4.3（a）に示したように，落石危険度振動調査法では，卓越周波数の
値が 30Hz より低いと不安定，30Hz より高いと安定としている。施工前に卓越周波数が 30Hz
以上と高いのは，供試体の寸法が小さく，固有周期が短いためと考えられる。このように，
卓越周波数には供試体の大きさが影響するため，注意が必要である。岩接着モルタル工法の
施工後の周波数が高くなっているのも供試体の寸法が小さいためと考えられる。供試体①と
－ ・供試体③（拘束箇所 0） 
U 字溝背面と壁の隙間を岩接着モルタルで充填接着
し、 底部（基盤部）も接着し拘束する。 
U 字溝背面と壁の隙間を岩接着モルタルで充填接着
する が底部は接着拘束しない。 
U 字溝背面と壁の隙間を岩接着モルタルで充填する
が、 予め壁側にビニール等を貼り縁切りをしておく。 
・供試体①（拘束箇所 2） － 
・供試体②（拘束箇所 1） － 
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②では，②の周波数がやや低い。供試体①と③では，③の周波数が 50Hz 以上低い。浮石部
が不安定なほど周波数は低くなることから，接着の箇所数により振動特性が異なったと考え
られる。図 4.5（c）に減衰定数を示す。落石危険度振動調査法では，図 4.3（b）に示すよう
に，減衰定数の値が 0.2 より小さいと不安定，0.2 より大きいと安定としている。施工前では,
すべての供試体で 0.2 よりかなり小さく不安定である。施工後，供試体①の減衰定数がかな
り大きくなっているが，供試体②はそれほど大きくなっていない。供試体③は，施工前とほ
とんど変化が見られない。これも卓越周波数と同様に接着の影響が出ているといえるが，卓
越周波数より減衰定数に接着の影響が大きく表れている。 
 
表 4.2 分析結果（模型実験その 1） 
RMS速度
振幅比
応答曲線の形状
卓越周波数
（Hz)
減衰定数
コヒーレン
ス
供試体① X方向 2.17 鋭い単一のピーク 59.1 0.029 ▲
供試体① Y方向 2.22 鋭い単一のピーク 53.6 0.046 ▲
供試体① Z方向 1.15 ピークなし - - ▲
供試体② X方向 2.35 鋭い単一のピークと緩やかな台形状のピーク 51.0 0.055 ▲
供試体② Y方向 3.83 二つの鋭いピーク 33.9 0.021 ▲
供試体② Z方向 2.77 ピークなし - - ▲
供試体③ X方向 4.05 鋭い単一のピークと緩やかな台形状のピーク 51.7 0.047 ▲
供試体③ Y方向 3.84 二つの鋭いピーク 47.7 0.075 ▲
供試体③ Z方向 1.25 ピークなし - - ▲
供試体① X方向 1.43 緩やかな単一のピーク 220.9 0.644 ▲
供試体① Y方向 1.44 小さな単一のピーク 215.2 0.389 ▲
供試体① Z方向 1.15 ピークなし - - ▲
供試体② X方向 1.23 緩やかな単一のピーク 204.8 0.331 ▲
供試体② Y方向 1.32 小さな単一のピーク 205.0 0.259 ▲
供試体② Z方向 0.99 ピークなし - - ▲
供試体③ X方向 1.31 緩やかな単一のピーク 133.7 0.084 ▲
供試体③ Y方向 1.46 緩やかな単一のピーク 152.3 0.104 ▲
供試体③ Z方向 1.16 ピークなし - - ▲
施工後
施工前
分析対象
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            図 4.5 分析結果（模型実験その 1） 
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図 4.6 卓越周波数と RMS 速度振幅比の関係（模型実験その 1） 
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図 4.7 減衰定数と RMS 速度振幅比の関係 （模型実験その 1） 
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（2）接着効果の判定 
図 4.6に卓越周波数とRMS速度振幅比で整理した結果を示す。すべてのケースで施工前は，
不安定領域となっている。施工後は，安定領域に移行しており，岩接着モルタル工法の効果
が表れている。供試体①より③の施工後の卓越周数がやや低いので，供試体③の方が不安定
といえる。図 4.7に減衰定数と RMS 速度振幅比で整理した結果を示す。すべてのケースで施
工前は，不安定領域となっている。施工後は，減衰定数が大きくなり安定領域に含まれる。
供試体①より②の減衰定数が小さく，③はさらに小さい。したがって，供試体①がもっとも
安定で，③の安定化の傾向は弱いといえる。この傾向は，卓越周波数と RMS 速度振幅比の関
係におけるよりも顕著である。以上の結果から，背面と底部の接着を行った供試体①は，安
定化が明確であり，背面と底部を縁切りした供試体③は，安定化の傾向が供試体①より小さ
い。底部を縁切りして背面のみを接着した供試体②は，供試体①と③の中間の傾向を示した。
全体的に 3 供試体ともほとんどの分析で不安定と評価され，施工後の岩接着モルタル工法の
効果も確認できた。接着効果の判定としては，減衰定数がより明確な目安となると考えられ
る。 
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4.4 模型実験（その 2） 
 
4.4.1 実験内容 
 写真 4.7 および表 4.3 に示す 4 種類の供試体を用いて実験を行った。施工後の効果を正確に比
較するためには，接着以外の条件はできるかぎり同一にする必要がある。基盤部に相当するアスフ
ァルト舗装表面が平坦でなく，基盤部の状態が供試体ごとに異なる可能性があるので，図 4.8 に示
すようにアスファルト舗装上にコンクリート平板を敷き，アスファルト舗装と平板を岩接着モルタ
ルで完全に接着し，平板の上に浮石を設置した。浮石部には，図 4.9 に示すコンクリートブロック
（沓石）を利用した。浮石部を不安定な状態にするため，沓石を逆さにして平板の上に設置した。
また，平板と浮石部の間に木片を挟み，施工後の岩接着モルタルを充填するための隙間を作った。
供試体の配置を図 4.10に，振動計の配置を図 4.11に示す。供試体の詳細を図 4.12に示す。雑振動
は周囲の道路を通行する車などの振動を利用した。施工前は，立脚しているだけの状態でそ
れぞれの供試体の振動計測を行った後，岩接着モルタルにより供試体と基盤部を接着や充填
した。接着から 7 日後に施工後の振動計測を行い，施工前後の比較を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      
           写真 4.7 模型実験（その 2）の全景 
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図 4.8 平板の設置 （模型実験その 2) 
 
木片
浮石部
（沓石）
基盤部（平板）
20cm
14cm
25cm
1cm
2cm
20cm
 
図 4.9 浮石部（沓石）の設置 （模型実験その 2） 
 
 
図 4.10 供試体の配置（模型実験その 2） 
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図 4.11 振動計設置図 （模型実験その 2） 
 
表 4.3 施工後の供試体の状態 （模型実験その 2) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
項 目  接着材料 接着面積          内  容 
供試体 1 モルタル    100%  基盤部（平板）と浮石部（沓石）を完全に接着 
供試体 2 モルタル     25%  浮石部の底面積の 25%を基盤部と接着 
供試体 3 モルタル      0%  浮石部の底面及び基盤部にビニールを貼ることで，接着を完全に阻害 
供試体 4  油粘土     100%  モルタルの代わりに油粘土を用いて基盤部と浮石部を充填 
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              （a）供試体 1 
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（b）供試体 2 
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（c）供試体 3 
 
    
浮石部
基盤部
油粘土による充填
 
（d）供試体 4 
 
図 4.12 供試体模式図 （模型実験その 2） 
岩接着モルタルによる接着 
岩接着モルタルに 充填 
 
岩接着モルタルによる接着 
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4.4.2 実験結果 
（1）振動分析の結果 
表 4.4に RMS 速度振幅比，周波数応答関数の形状，卓越周波数，減衰定数を示す。表中の
－は，表 4.2と同じように卓越周波数と減衰定数の値が求まらなかったことを示す。 
図 4.13（a）に接着前後の RMS 速度振幅比を示す。前述のように，落石危険度振動調査法
では，RMS 速度振幅比の値が 2 より大きいと不安定としている。施工前では，Z 方向を除い
て不安定領域となっているが，Z 方向は，鉛直方向であるため問題はない。また，どの供試
体も，水平方向（X，Y 方向）で施工前に比べて施工後が小さい。供試体 1 と 4 を比較すると，
接着材の違いによる差はあまり認められない。ビニールにより接着を阻害した供試体 3 は，
他の供試体に比べて施工後の値が大きく不安定である。 
図 4.13（b）に接着前後の卓越周波数を示す。前述のように，落石危険度振動調査法では，
卓越周波数の値が 30Hz より低い場合に，不安定としている。施工前は，どの供試体も卓越周
波数が 30Hz 以下で不安定であり，ばらつきも小さい。施工後は，供試体１に比べて供試体 3
と 4 はかなり周波数が低い。接着材の違いや接着の阻害による影響は，卓越周波数に現れて
いる。供試体 3 と 4 を比較すると，供試体 4 がやや周波数が高い。供試体 1 と 2 を比較する
と，2 の Y 方向の値が低い。供試体 2 の Y 方向の面は幅 2cm しか接着していないため，Y 方
向が X 方向に比べて不安定になると考えられる。 
図 4.13（c）に減衰定数の比較を示す。前述のように，落石危険度振動調査法では，減衰
定数の値が 0.2 より小さいと不安定としている。施工前は，どの供試体も 0.2 よりかなり小さ
くばらつきも小さい。施工後では，供試体 1 の減衰定数はかなり大きくなっているが，供試
体 2，3，4 は大きな変化がない。供試体 1 は，岩接着モルタルにより基盤部との一体化が進
んでいるが，供試体 2，3，4 は十分に一体化していないことを示す。供試体 1 の Y 方向の値
が小さいのは，接着幅が X 方向に比べてやや狭い（浮石部底面の両端が木片の上に乗ってい
る）ためと考えられる。 
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表 4.4 分析結果（模型実験その 2） 
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（c）減衰定数 
図 4.13 分析結果（模型実験その 2） 
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図 4.14 卓越周波数と RMS 速度振幅比の関係（模型実験その 2） 
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図 4.15 減衰定数と RMS 速度振幅比の関係（模型実験その 2） 
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（b）減衰定数と RMS 速度振幅比の関係 
図 4.16 安定性判定（模型実験その 2） 
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（2）接着効果の判定 
 判定方法は，模型実験（その 1）で記述したとおりである。 
図 4.14 に卓越周波数と RMS 速度振幅比で表現した結果を示す。供試体 1 は，施工前は明
らかに不安定領域であり，施工後は，充填・接着により安定領域に移行しており，浮石部と
基盤部が一体化したことを示す。供試体 2 も同様な結果であるが，Y 方向の安定性の上昇が
小さいことから，X 方向に比べて Y 方向の周波数が低く，接着面積の影響を受けていると考
えられる。供試体 3 と 4 も，施工前は不安定領域であるが，施工後も接着している状態では
ないので安定性の上昇は小さい。供試体 1 に比べると周波数が低く，浮石部と基盤部の接着
状況の違いと考えられる。 
図 4.15 に減衰定数と RMS 速度振幅比で表現した結果を示す。供試体 1 は，施工前は不安
定領域である。施工後の Y 方向の減衰定数がやや小さいが，施工前と比べると X，Y 方向と
も減衰定数が大きくなり，安定領域に上昇する。供試体 2，3，4 は，施工前は不安定領域で，
施工後も減衰定数が小さく施工前とほぼ同じ値である。特に供試体 3 は施工後も不安定領域
に含まれていることから，4 種類の供試体のうち，もっとも不安定といえる。 
図 4.16（a）に図 4.14で示した供試体ごとの結果をまとめて示す。施工前では 4 種類の供
試体がほぼ同じ箇所にあり不安定である。施工後の位置は，浮石部と基盤部の一体化が十分
なものと不十分なものの 2 箇所に分かれている。 
図 4.16（b）に図 4.15 で示した供試体ごとの結果をまとめて示す。施工前は，4 種類の供
試体がほぼ同じ箇所にあり不安定である。施工後も図 4.15と同様の傾向を示すが，供試体 1
の Y 方向及び供試体 2 の結果から，接着面積の差による振動特性への影響は，卓越周波数よ
りも減衰定数が顕著である。 
結論として，施工後では，完全に縁切りされた供試体 3 と油粘土を充填した供試体 4 には
施工前後の差が見られず，岩接着モルタルにより接着された供試体 1 の結果とは大きく異な
る結果となった。これは，接着効果（基盤と一体化）と充填効果（未接着・密着状態）の安
定性の差と考えられる。また供試体 1 と 2 から，接着面積の差による結果の違いや方向別の
安定性を確認し，減衰定数が安定性を感度よく判定できると推定される。 
浮石は，岩盤が突出した不安定な形状で亀裂や隙間が多く不均質であるため，岩盤内部の
相対速度に起因する粘性減衰と散乱による減衰が主であると考えられる。 
また，実験後の取り壊し時に，供試体 1 は基盤部と一体化していること，供試体 2 もある
程度の一体化を確認した。 
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4.5 現場実験 
 
4.5.1 実験内容 
 2 種類の模型実験の結果を基に，自然斜面の浮石において岩接着モルタル工法の接着効果
を評価するための現場実験を実施した。施工は模型実験と同様に岩接着モルタル工法で安定
性の移行を検証した。実施した場所は，神奈川県逗子市小坪地区の国指定史跡名越切通であ
り，複数の岩盤と岩盤から崩落した転石が存在する中で，複数の亀裂があり崩落の可能性のある
岩体を対象とした。浮石中の亀裂を境に区分した浮石部 1 と浮石部 2 にそれぞれ 1 台，基盤部
として 2 台の計 4 台の 3 成分振動計を設置した。振動計は，Xを斜面の等高線方向，Yを斜面傾
斜方向，ZをX-Y面と垂直方向となるように設置した。図 4.17に振動計設置，表 4.5に振動計間
の距離を示す。目視では明らかに浮石部 1 が浮石部 2 より不安定と見られた。浮石部と基盤部
は，施工する亀裂を挟むように設定し，基盤部はその至近で着岩していることが確実あるいは地山
と一体となって振動していることが確実な部分とした。振動計は，石膏で岩に確実に固定し，近傍
に前置増幅器を置き延長ケーブルで信号を記録本部へ電送した。基盤部が岩盤ではない場合，振動
計を斜面に埋設した。雑振動で測定対象とした振動は，JR 横須賀線を走行する列車とした。模
型実験と同様に，岩接着施工前後の振動計測を行った。 
 
 
図 4.17 振動計設置図 （現場実験） 
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表 4.5 振動計間の距離（現場実験） 
浮石部1 浮石部2 基盤部1 基盤部2
浮石部1 1.2 1.2 1.5
浮石部2 1.2 1.4 1.5
基盤部1 1.2 1.2 0.6
基盤部2 1.5 1.5 0.6  
 
4.5.2 実験結果 
（1）振動分析の結果 
基盤部 1 と 2 は距離が短く，振動特性がほぼ同じなので，浮石部 1，2 と基盤部 1 を利用し
て振動分析を行った。表 4.6に RMS 速度振幅比，周波数分析結果，卓越周波数と減衰定数の
結果を示す。図 4.18（a)に RMS 速度振幅比の結果を示す。浮石部 2／基盤部 1 を除くと，岩
接着モルタル工法の施工前は，2 以上で不安定であるが，施工後は，2 以下で安定となってい
る。浮石部 2／基盤部 1 については，施工前後とも RMS 速度振幅比が小さいので，浮石部 2
は，施工前の危険性が高くなかったと推定される。図 4.18（b）に卓越周波数の結果を示す。
施工前の段階で卓越周波数は，30Hz 以上と高く施工後と比較しても明瞭な差は見られない。
施工前の浮石部には，風化が進み無数の亀裂や空洞が見られたので，浮石部は複数の小さな
岩片に分離または砂状に変質した状態であり，施工前の浮石部が不安定でも高い卓越周波数
を示したと考えられる。図 4.18（c）に減衰定数の結果を示す。RMS 速度振幅比と同様に，
減衰定数も施工前は小さいが，施工後はほとんどの場合で大きくなっており，岩接着モルタ
ル工法の効果が現れたと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（単位 m） 
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表 4.6 分析結果（現場実験） 
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（c）減衰定数 
図 4.18 分析結果（現場実験） 
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図 4.19 卓越周波数と RMS 速度振幅比の関係（現場実験） 
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図 4.20 減衰定数と RMS 速度振幅比の関係（現場実験） 
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（2）接着効果の判定 
 判定方法は，模型実験（その 1）および（その 2）で記述したとおりである。図 4.19 に卓
越周波数と RMS 速度振幅比で整理した結果を示す。どのケースも施工前の卓越周波数が高い
ために不安定領域からは外れているが，施工後は，ほとんどが安定領域に含まれる。図 4.20
に減衰定数と RMS 速度振幅比で整理した結果を示す。どのケースも施工前は，減衰定数が小
さく不安定領域に含まれているが，施工後は，減衰定数が大きくなり安定領域に含まれる。
この傾向は，卓越周波数と RMS 速度振幅比で整理した図よりも顕著である。以上の結果から，
浮石部 2 については施工前の状態でも安定性は低くなく，施工効果はやや不明瞭ではあるが，
浮石部 1 と浮石部 2 および基盤部 1 は，岩接着モルタル工法により一体化したことがわかる。 
 
4.6 本章の結論 
 
落石危険度振動調査法によって岩接着モルタル工法の接着効果を評価するための 2 種類の
模型実験と現場実験を実施した。模型実験では，岩接着モルタル工法施工前と施工後の測定
を実施し，施工前では，供試体と基盤部について空隙がある自然状態における安定性を評価
し，施工後では完全接着（接着効果－基盤と一体化）の他に，一部接着や空隙がない密着状
態（充填効果－未接着）を作り出し，様々な安定状態を検証した。表 4.7および表 4.8に模
型実験において RMS 速度振幅比，卓越周波数および減衰定数における安定性判定結果を示す。
施工前と施工後を比べると，全体的に安定性は向上している。また，施工後において完全接
着や大部分の接着の場合は，すべての評価指標で安定となっているが，接着が少ない場合や
密着の場合は，安定と不安定に評価が分かれている。これらの点より，施工前の自然状態→
施工後の密着状態→施工後の接着状態へと安定性が上昇する傾向を示しており，接着効果の
評価ができたと考えられる。 
これまで，隙間や亀裂をモルタルや樹脂で充填する方法が広く用いられてきたが，今回の
実験より充填効果と接着効果の差異についても評価が可能であると推測できる。 
また，減衰定数は，模型実験（その 2）において，方向別の接着幅の違いが安定性にも反映
され，感度が高いことが判明した。卓越周波数は，模型実験（その 1）の施工前や模型実験
（その 2）の施工後の密着状態で安定となっており，安全側に出現する傾向が見られる。ま
た，RMS 速度振幅比は，全体的には感度は高いがバラツキが見られる傾向がある。以上のよ
うに評価指標の傾向や感度が明らかになり，新たな知見を得た。 
また，現場実験では，施工後の浮石の安定性が上昇しており，接着効果を評価することが
できた。 
岩接着モルタル工法については，従来は静力学的な安定性評価方法が中心であったが，落
石危険度振動調査法という動的な方法を用いることにより，新たな信頼性のある評価が可能
となったことで，落石対策技術における有用性が高いと考えられる。したがって，落石危険
度振動調査法を用いて，安定性評価の各指標の特徴を考慮しつつ，岩接着モルタル工法の接
着効果を評価し，工法としての信頼性を確認することが可能となった。 
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安定性判定の基準値は，多くの実験データを積み上げて決定しており，客観的な判定では
あるが，判断しているデータ数に限界があるため精度に限界はある。さらに，振動計測であ
らゆる自然状態の安定性評価が可能であるのかという疑問もある。根本的には安定と不安定
の境界の定義そのものが不確定である点も挙げられる。また，実際の振動計測において同一
状態の供試体で評価指標ごとに安定性評価が異なるケースが見られ，各評価指標の傾向や感
度などが異なることが判明したため，境界値付近の判定の場合では，各評価指標の判定結果
のバラツキや数値の状況を考慮して，複数の評価指標を関連付けた総合的な安定性の評価が
重要と考えられる。 
 
           表 4.7 模型実験（その 1）の結果 
 模型実験その 1 
供試体 1 供試体 2 供試体 3 
施 工 施工前 施工後 施工前 施工後 施工前 施工後 
接触状態 接着率 0% 
空隙あり 
接着率 100% 
完全接着 
接着率 0% 
空隙あり 
接着率 80% 
接着多い 
接着率 0% 
空隙あり 
接着率 0% 
密 着 
RMS 速度振幅比 × ○ × ○ × ○ 
卓越周波数 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
減衰定数 × ○ × ○ × × 
                             ※ ○は安定，×は不安定を示す。 
               
表 4.8 模型実験（その 2）の結果 
 模型実験その 2 
供試体 1 供試体 2 供試体 3 供試体 4 
施 工 施工前 施工後 施工前 施工後 施工前 施工後 施工前 施工後 
接触状態 接着率 0% 
空隙あり 
接着率 100% 
完全接着 
接着率 0% 
空隙あり 
接着率 25% 
接着少ない 
接着率 0% 
空隙あり 
接着率 0% 
密 着 
接着率 0% 
空隙あり 
接着率 0% 
密 着 
RMS速度振幅比 × ○ × ○ × × × ○ 
卓越周波数 × ○ × ○ × ○ × ○ 
減衰定数 × ○ 
 
× Ｘ方向○ 
Ｙ方向× 
× × × × 
                           ※ ○は安定，×は不安定を示す。 
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第５章 新たな落石防護対策工の提案 
5.1 まえがき 
 
著者が考案したエネルギー基準による対策工を提案し，その設計方法と施工例を示す。考
案した対策工は，落石対策便覧 1)に記載されている抑止くいを発展させ，大規模な落石に対
応するために落石緩衝杭として提案した。杭体に用いる材料は，溶接構造用遠心力鋳鋼管 2)
であり，エネルギー吸収性能と施工例を示した。また，落石防護擁壁の性能向上のために，
自立する緩衝材として発泡スチロールを背面に設置することを提案し，設計方法と施工例を
示した 4)。いずれも対策工の適用性を示すための施工例を記載した。 
 さらに，将来的なメンテナンスの観点から，緩衝材としてロックシェッド上に設置されて
いる発泡スチロールが落石によって損傷した場合の再利用方法について提案する 5)。 
 
5.2 落石緩衝杭 
 
  落石の規模が大きい場合や対象とする岩塊が多数の場合では，防護対策工にて計画せざる
をえないケースがみられる。この場合，山麓の防護工で耐力が不足する場合には，山腹斜面
に緩衝施設を設置して，落石の衝突によって緩衝（減勢）することができれば末端の防護対
策工の有効利用が可能となる。また，大規模な落石は，山腹で抑止し，小規模な落石は，通
過しても山麓の防護対策工で抑止できるように計画することも可能である。図 5.1 に示すよ
うにこのような方法は，主に既設の防護対策工の耐力が不足する場合に用いられることが多
い。 
 
 
            図 5.1 緩衝杭のイメージ図 
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図 5.2に示すように，落石対策便覧に類似した抑止くいが紹介されている 1)。記載内容は，
以下のとおりである。 
「規模の大きな落石が予想される斜面の中腹または道路際に抑止くいを設置し，落石を阻
止する方法もある。一般に抑止くいは地表面より 3～5m 突出させ，古タイヤ砂詰めコルゲー
ト等のクッション材により保護する。」 
 しかし，構造や材料・材質等が不明瞭であり，現実性に乏しいため，近年開発された新材
料を利用して，杭形式で斜面に柱を立脚させる緩衝施設の提案を行う。材料は溶接構造用遠
心力鋳鋼管である 2)。 
 
図 5.2 落石対策便覧に記載されている抑止くい 1) 
      
 溶接構造用遠心力鋳鋼管は，これまで地すべり抑止杭として広く用いられてきたが，重錘
による衝撃曲げ実験および静的曲げ実験が行われ，優れた変形性能およびエネルギー吸収性
能が確認されている 2)。 
 エネルギー吸収性能は，実験結果から径厚比に着目して線形補間により，表 5.3～表 5.8
に示すように算定されている。算定した条件は，片持梁形式とし，終局変位角は 30°とする。 
なお，安全率と部材変位角および「変形拘束あり・なし」とその適応条件を表 5.1 と表 5.2
に示す。 
 確認できる設計・施工実績は，福井県内で 1 件，山口県内で 1 件，愛媛県内で 1 件，計 3
件である。福井県内と愛媛県内の施工例を写真 5.1と写真 5.2に示す。 
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写真 5.1 落石緩衝杭の施工例（福井県内） 
 
 
          写真 5.2 落石緩衝杭の施工例（愛媛県内）      
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                          表 5.1 安全率と部材変位角 
安全率 部材変位角 
変形拘束なしの場合 変形拘束ありの場合 
1.0 30° 30° 
1.5 15～19° 19～20° 
2.0 10～15° 14～16° 
 
        表 5.2 表記語句「変形拘束あり・なし」とその適応条件 
 適応条件 具体例 
      
変形拘束なし 
最大曲げモーメント発生位置で
鋼管が扁平化するのを拘束する
条件が弱い場合 
・落石緩衝杭で土中に根入れするよう
な場合 
 
変形拘束あり 
最大曲げモーメント発生位置で
鋼管が扁平化するのを拘束する
条件が強い場合 
・落石防護柵の支柱のようにコンクリ
ート基礎に根入れする場合 
・落石緩衝杭で岩盤に根入れする場合 
 
表 5.3 溶接構造用遠心力鋳鋼管緩衝杭の性能（外径φ150 ）                
 変形拘束なし 変形拘束あり 
肉厚
(mm) 
径厚比 設計降伏モー
メント(kN-m) 
吸収エネルギー
(kJ) 
設計降伏モー
メント(kN-m) 
吸収エネルギー
(kJ) 
9 16.7 48.0 17.0 50.8 32.3 
10 15.0 52.6 22.2 55.7 37.0 
11 13.6 57.0 27.2 60.4 41.5 
12 12.5 61.3 32.1 65.0 45.9 
13 11.5 65.5 36.8 69.4 50.2 
14 10.7 69.6 41.4 73.7 54.4 
15 10.0 73.5 45.8 77.8 58.4 
16 9.4 77.3 50.1 81.8 62.3 
17 8.8 81.0 54.3 85.7 66.1 
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 表 5.4 溶接構造用遠心力鋳鋼管緩衝杭の性能（外径φ200） 
 変形拘束なし 変形拘束あり 
肉厚
(mm) 
径厚比 設計降伏モー
メント(kN-m) 
吸収エネルギー
(kJ) 
設計降伏モー
メント(kN-m) 
吸収エネルギー
(kJ) 
12 16.7 113.7 40.3 120.4 76.5 
13 15.4 121.9 49.5 129.1 84.8 
14 14.3 129.9 58.5 137.6 93.0 
15 13.3 137.8 67.3 145.9 101.1 
16 12.5 145.4 76.0 154.0 108.9 
17 11.8 152.9 84.4 161.9 116.5 
18 11.1 160.2 92.7 169.6 124.0 
19 10.5 167.3 100.7 177.1 131.3 
20 10.0 174.2 108.6 184.5 138.5 
21 9.5 181.0 116.3 191.6 145.4 
22 9.1 187.6 123.9 198.6 152.2 
23 8.7 194.0 131.2 205.4 158.8 
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     表 5.5 溶接構造用遠心力鋳鋼管緩衝杭の性能（外径φ300） 
 変形拘束なし 変形拘束あり 
肉厚
(mm) 
径厚比 設計降伏モー
メント(kN-m) 
吸収エネルギー
(kJ) 
設計降伏モー
メント(kN-m) 
吸収エネルギー
(kJ) 
18 16.7 383.8 135.9 406.4 258.1 
19 15.8 402.3 156.7 426.0 277.0 
20 15.0 420.5 177.2 445.3 295.6 
21 14.3 438.5 197.5 464.3 314.0 
22 13.6 456.2 217.4 483.0 332.1 
23 13.0 473.6 237.1 501.5 349.9 
24 12.5 490.7 256.4 519.6 367.5 
25 12.0 507.6 275.5 537.5 384.8 
26 11.5 524.2 294.3 555.0 401.8 
27 11.1 540.5 312.8 572.3 418.6 
28 10.7 556.6 331.0 589.4 435.1 
29 10.3 572.4 349.0 606.1 451.3 
30 10.0 588.0 366.6 622.6 467.3 
31 9.7 603.3 384.0 638.8 483.0 
32 9.4 618.3 401.2 654.7 498.5 
33 9.1 633.1 418.0 670.3 513.7 
34 8.8 647.6 434.6 685.7 528.7 
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表 5.6 溶接構造用遠心力鋳鋼管緩衝杭の性能（外径φ400） 
 変形拘束なし 変形拘束あり 
肉厚
(mm) 
径厚比 設計降伏モー
メント(kN-m) 
吸収エネルギー
(kJ) 
設計降伏モー
メント(kN-m) 
吸収エネルギー
(kJ) 
24 16.7 909.7 322.1 963.2 611.7 
25 16.0 942.7 359.2 998.2 645.4 
26 15.4 975.3 395.9 1032.7 678.8 
27 14.8 1007.6 432.2 1066.8 711.7 
28 14.3 1039.4 468.1 1100.6 744.3 
29 13.8 1070.9 503.6 1133.9 776.6 
30 13.3 1102.1 538.7 1166.9 808.4 
31 12.9 1132.8 573.4 1199.5 840.0 
32 12.5 1163.2 607.8 1231.7 871.1 
33 12.1 1193.3 641.8 1263.5 901.9 
34 11.8 1223.0 675.4 1294.9 932.3 
35 11.4 1252.3 708.6 1326.0 962.4 
36 11.1 1281.3 741.4 1356.7 992.1 
37 10.8 1309.9 773.9 1387.0 1021.5 
38 10.5 1338.2 806.0 1416.9 1050.6 
39 10.3 1366.1 837.7 1446.5 1079.3 
40 10.0 1393.7 869.0 1475.7 1107.6 
41 9.8 1421.0 900.0 1504.6 1135.6 
42 9.5 1447.9 930.7 1533.1 1163.3 
43 9.3 1474.4 960.9 1561.2 1190.6 
44 9.1 1500.7 990.9 1589.0 1217.6 
45 8.9 1526.6 1020.4 1616.4 1244.3 
46 8.7 1552.1 1049.6 1643.4 1270.6 
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表 5.7 溶接構造用遠心力鋳鋼管緩衝杭の性能（外径φ500） 
 変形拘束なし 変形拘束あり 
肉厚
(mm) 
径厚比 設計降伏モー
メント(kN-m) 
吸収エネルギー
(kJ) 
設計降伏モー
メント(kN-m) 
吸収エネルギー
(kJ) 
30 16.7 1776.8 629.2 1881.3 1194.8 
31 16.1 1828.4 687.2 1935.9 1247.5 
32 15.6 1879.5 744.7 1990.1 1299.8 
33 15.2 1930.2 801.7 2043.7 1351.6 
34 14.7 1980.4 858.2 2096.9 1402.9 
35 14.3 2030.1 914.2 2149.5 1453.8 
36 13.9 2079.4 969.8 2201.7 1504.2 
37 13.5 2128.2 1024.8 2253.4 1554.2 
38 13.2 2176.6 1079.4 2304.6 1603.7 
39 12.8 2224.5 1133.5 2355.3 1652.8 
40 12.5 2271.9 1187.1 2405.6 1701.4 
41 12.2 2319.0 1240.2 2455.4 1749.5 
42 11.9 2365.5 1292.9 2504.7 1797.3 
43 11.6 2411.6 1345.1 2553.5 1844.5 
44 11.4 2457.3 1396.8 2601.8 1891.4 
45 11.1 2502.5 1448.0 2649.7 1937.8 
46 10.9 2547.3 1498.8 2697.2 1983.7 
47 10.6 2591.7 1549.1 2744.1 2029.3 
48 10.4 2635.6 1599.0 2790.6 2074.4 
49 10.2 2679.1 1648.4 2836.7 2119.0 
50 10.0 2722.1 1697.3 2882.3 2163.3 
51 9.8 2764.8 1745.8 2927.4 2207.1 
52 9.6 2807.0 1793.9 2972.1 2250.5 
53 9.4 2848.7 1841.5 3016.3 2293.5 
54 9.3 2890.1 1888.6 3060.1 2336.0 
55 9.1 2931.0 1935.3 3103.4 2378.2 
56 8.9 2971.5 1981.5 3146.3 2419.9 
57 8.8 3011.6 2027.3 3188.8 2461.2 
58 8.6 3051.3 2072.7 3230.8 2502.1 
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表 5.8 溶接構造用遠心力鋳鋼管緩衝杭の性能（外径φ600） 
 変形拘束なし 変形拘束あり 
肉厚
(mm) 
径厚比 設計降伏モー
メント(kN-m) 
吸収エネルギー
(kJ) 
設計降伏モー
メント(kN-m) 
吸収エネルギー
(kJ) 
36 16.7 3070.3 1087.2 3250.9 2064.6 
37 16.2 3144.7 1170.8 3329.6 2140.6 
38 15.8 3218.5 1253.8 3407.8 2216.0 
39 15.4 3291.7 1336.2 3485.3 2290.9 
40 15.0 3364.4 1418.0 3562.3 2365.2 
41 14.6 3436.5 1499.2 3638.6 2438.9 
42 14.3 3508.1 1579.8 3714.4 2512.1 
43 14.0 3579.1 1659.8 3789.6 2584.8 
44 13.6 3649.5 1739.3 3864.2 2656.9 
45 13.3 3719.4 1818.2 3938.2 2728.5 
46 13.0 3788.8 1896.4 4011.7 2799.5 
47 12.8 3857.6 1974.2 4084.6 2870.0 
48 12.5 3925.9 2051.3 4156.9 2940.0 
49 12.2 3993.7 2127.9 4228.6 3009.4 
50 12.0 4060.9 2203.9 4299.8 3078.3 
51 11.8 4127.5 2279.3 4370.3 3146.6 
52 11.5 4193.7 2354.2 4440.4 3214.4 
53 11.3 4259.3 2428.5 4509.8 3281.7 
54 11.1 4324.4 2502.2 4578.7 3348.5 
55 10.9 4388.9 2575.4 4647.1 3414.7 
56 10.7 4452.9 2648.0 4714.9 3480.4 
57 10.5 4516.4 2720.1 4782.1 3545.6 
58 10.3 4579.4 2791.6 4848.8 3610.3 
59 10.2 4641.9 2862.6 4914.9 3674.5 
60 10.0 4703.8 2933.0 4980.5 3738.2 
61 9.8 4765.3 3002.9 5045.6 3801.2 
62 9.7 4826.2 3072.2 5110.1 3863.9 
63 9.5 4886.6 3141.0 5174.0 3926.1 
64 9.4 4946.5 3209.3 5237.5 3987.7 
65 9.2 5005.9 3277.0 5300.4 4048.8 
67 9.0 5123.2 3410.8 5424.6 4169.6 
69 8.7 5238.5 3542.5 5546.6 4288.4 
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5.3 緩衝機能をもつ落石防護擁壁 
 
5.3.1 まえがき 
 落石防護擁壁は，落石の規模が大きくなるにつれて，従来の方法では防護が困難となる場
合がみられる。そこで，ロックシェッドと同じように緩衝材を衝突面に設けることによって
緩衝機能をもつ形式を考案し，設計方法を提案し設計・施工例も示す。また，落石の形状は，
球体以外も考慮する。 
 
5.3.2 設計の現状 
 落石防護擁壁は，通常，重力式コンクリート擁壁として作られるが，その基本的考え方は，
落石のもつ運動エネルギーを支持地盤の変形エネルギーに変えて吸収することにより落石を
停止させる。 
 落石対策便覧に記載されている落石防護擁壁の安定に関する検討手順を図 5.3 に示す。落
石対策便覧では，設計計算用の力学モデルと外力を次のように仮定している 1)。 
 
            
          図 5.3 落石防護擁壁設計計算フローチャート 1) 
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                 図 5.4 落石防護擁壁のモデル 1) 
 
 
          図 5.5 荷重－変位曲線 1) 
  
① 擁壁を図 5.4のように弾性地盤（せん断バネおよび回転バネ）によって支持された剛体と
仮定し，落石の衝突により擁壁に伝達された運動エネルギーが地盤の弾性応答時の変形エ
ネルギー（図 5.5）と等しくなるまで，擁壁が水平変位および回転を生ずるものとする。
擁壁の安定については，上記の落石外力によって生ずる地盤の弾性応答時の変形エネルギ
ーが，擁壁底面の許容変位から定まる擁壁基礎地盤の塑性変形を考慮した可能吸収エネル
ギー（図 5.5）以下となることを照査する。 
② 擁壁の設計においては，想定される大きさの落石が 1 個衝突する場合を考える。 
③ 落石に対して抵抗する落石防護擁壁の有効な長さは，明確ではない。したがって，落石に
対する落石防護擁壁の有効抵抗長さは，壁高の 4 倍より短い場合や伸縮目地によって短く
分割されている場合ではその長さを有効長さとする。 
④ 落石が落石防護擁壁に衝突する角度は，設計上水平とする。 
⑤ 落石の衝突高さは，落石防護擁壁背面の落石堆積状況，落石の跳躍量，生じうる落石の大
きさを考慮して定める。 
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5.3.3 落石防護擁壁に緩衝材を設置した事例 
 大規模な落石を擁壁で防護するためには，ロックシェッドの緩衝材と同様に擁壁背面に緩
衝材を設置する方法が考えられる。緩衝材は，ロックシェッドのように土砂では設置が困難
であるため，発泡スチロールのような自立性能を有することが条件となる。著者が携わった
事例を図 5.6 と図 5.7 に示す。確認できる設計実績は，石川県内で 1 件，兵庫県内で 1 件，
設計・施工実績は群馬県内で 1 件である。群馬県内の施工例を写真 5.3に示す。 
 
           図 5.6 石川県内の設計例 
 
           図 5.7 兵庫県内の設計例 
 
       写真 5.3 群馬県内の施工例 
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5.3.4 発泡スチロールの吸収エネルギー算定 
 緩衝材を発泡スチロールとした場合，吸収エネルギー算出方法に関する実験的研究が報告
されている 3)。しかし，提案されている設計式を用いるには，以下の問題がある。 
1）ロックシェッドを対象としているため，落石径と発泡スチロール厚の組み合わせに条件が
ある。（発泡スチロール厚＞0.555×落石径） 
2）落石を球体と仮定した上で，発泡スチロールの吸収エネルギーを円柱に置き換えた形状で
算出しているため，比較的誤差が大きい。 
3）落石が球体以外の場合に対応できない。 
 上記した問題を解決するために，吸収エネルギー算出方法を提案する 4)。 
（1）発泡スチロールの応力－ひずみの関係 
 発泡スチロールは，単位体積重量 ρ=150N/m3を用い，応力－ひずみ関係は図 5.8 で示した
ように 3 本の直線でモデル化する。図 5.8 より ρ=150N/m3の各応力 σ5，および σ60，σ80は，
σ5=100kN/m
2，σ60=300kN/m
2，σ80(σ100)=650kN/m
2となる。 
 発泡スチロールに落石が貫入する場合，吸収エネルギーは衝撃力と貫入量の関係より求め
られることより，図 5.8 示すモデルによって算出する。ただし，擁壁の場合，落石に対して
発泡スチロール厚が小さい場合が考えられるため衝撃力の分散は考慮しないものとする。 
 
 
        図 5.8 発泡スチロールの応力－ひずみ関係とモデル化 
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（2）球体の場合 
 図 5.9に示すように，落石が 100%貫入する場合の発泡スチロールの吸収エネルギーEwcは， 
 
Ewc=V5・σ5＋V6・σ6＋・・・・・＋V100・σ100   
k
k
k σV・


100
5
                   (5.1) 
 ここに， 
        V5：発泡スチロール 5%ひずみに対応する貫入堆積（m
3） 
            V6：発泡スチロール 6%ひずみに対応する貫入堆積（m
3） 
            V100：発泡スチロール 100%ひずみに対応する貫入堆積（m
3） 
                 σ5：発泡スチロール 5%ひずみの応力（kN/m）  
               σ6：発泡スチロール 6%ひずみの応力（kN/m） 
               σ100：発泡スチロール 100%ひずみの応力（kN/m）    
   
 発泡スチロールの吸収エネルギーと層厚，落石径の関係を図 5.10に示す。 
 
図 5.9 吸収エネルギー算出モデル図  
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    図 5.10 発泡スチロールの吸収エネルギー・層厚・落石（球体）の関係 
 
（3）八面体の場合 
 図 5.11に示す八面体を想定し，先端より落下すると考えて球体と同様に吸収エネルギーを
求める。発泡スチロールの吸収エネルギーと層厚，落石径の関係を図 5.12に示す。 
 
      図 5.11 八面体の形状 
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   図 5.12 発泡スチロールの吸収エネルギー・層厚・落石（八面体）の関係  
 
5.3.5 擁壁面に作用する衝撃力の算定 
前記において算出した発泡スチロールの吸収エネルギーは，落石が発泡スチロールを貫入
して擁壁に衝突することを前提にしている。貫入量が 100%以下の場合も考えられるため，衝
撃力の算出も必要である。 
図 5.13に示すように，擁壁に作用する衝撃力 P は， 
 
P=A5・σ5＋A6・σ6＋・・・・・＋AN・σN 
       k
N
k
k σA・


5
                    (5.2) 
ここに，     
 A5：発泡スチロール 5%ひずみに対応する面積（m
2） 
               A6：発泡スチロール 6%ひずみに対応する面積（m
2） 
            AN：発泡スチロール N%ひずみに対応する面積（m
2） 
              σ5：発泡スチロール 5%ひずみの応力（kN/m）  
            σ6：発泡スチロール 6%ひずみの応力（kN/m） 
            σN：発泡スチロール N%ひずみの応力（kN/m）      
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図 5.13 衝撃力の算出モデル図 
 
5.3.6 設計の考え方 
 緩衝材を設けた場合，落石の貫入量によって設計計算方法が異なるため，図 5.14に示すフ
ローチャートによって設計方法を提案する。 
 
            図 5.14 擁壁設計のフローチャート 
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5.4 ロックシェッド用緩衝材の再利用評価 
 
5.4.1 まえがき 
 ロックシェッドの緩衝材に発泡スチロールが用いられているが，落石が発泡スチロールに
貫入した場合に必要となる取り替えなどのメンテナンスは，判断基準が一般化されていない。
発泡スチロールは，復元性能が大きいため，繰り返し落石に対してある程度対応可能である
と考えられる。発泡スチロールの繰り返し圧縮試験より繰り返し落石の衝撃力を算定し，再
利用評価の提案を行う 5)。 
 
5.4.2 発泡スチロールの繰り返し圧縮試験 
 発泡スチロール(密度 ρ=200N/m3)の繰り返し圧縮試験の結果を表 5.9，応力－ひずみ曲線を
図 5.15 に示す。発泡スチロールは，1 回目の圧縮に対して 2～5 回目では 85～81%程度の復
元率（初期の層厚にたいする復元後の厚さの比）となり，高い復元率を示す。また，2～5 回
目の応力－ひずみ曲線は，1 回目を下回るものの，差は小さくほぼ一定である。 
 
           表 5.9 応力とひずみの値 
 応力(N/mm2) 
圧縮回数 1 回目 2 回目 3 回目 4 回目 5 回目 
復元率 100% 85% 82% 81% 81% 
 
 
 
 
ひ
ず
み
(%)  
5.0 0.133 0.063 0.058 0.040 0.040 
10.0 0.147 0.083 0.076 0.072 0.071 
15.0 0.158 0.097 0.088 0.085 0.840 
20.0 0.167 0.110 0.100 0.098 0.097 
25.0 0.176 0.126 0.113 0.114 0.111 
30.0 0.186 0.142 0.126 0.130 0.124 
35.0 0.197 0.164 0.148 0.153 0.143 
40.0 0.210 0.186 0.169 0.176 0.162 
45.0 0.226 0.222 0.200 0.209 0.192 
50.0 0.247 0.258 0.230 0.241 0.222 
55.0 0.272 0.323 0.281 0.302 0.274 
60.0 0.304 0.388 0.331 0.362 0.325 
65.0 0.347 0.494 0.431 0.466 0.438 
70.0 0.408 0.600 0.530 0.570 0.550 
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         図 5.15 応力－ひずみ曲線 
 
5.4.3 設計式 
 従来の実験的研究では，密度 ρ=150～200N/m3の発泡スチロールを用いた場合，吸収エネル
ギーが発泡スチロールの応力・ひずみ曲線よりほぼ理論的に求められている 3)。また，衝撃
荷重の分散は，30°から 1：0.05 程度としている。 
 従来の実験的研究と同様の考え方で，2 回目以降の落石に対する設計式を導入する。第 1
層貫入時の分散直径および最大貫入時の分散直径は，落石直径の 110%とする。 
σ’5=40kN/m
2，σ’50=230kN/m
2とすれば， 
 
2
0
2
05 0.38)10.1(4140 ddπP  ・・                 (5.3) 
2
0
2
005
58.218)10.1(41230 ddπP  ・・              (5.4) 
2
5550 ')''(
)'451.0(
2
' PPP
et
WH
P 

                (5.5) 
tt
PP
WH
C 6.0'05.0
''
2
5
max 

                 (5.6) 
ここに， 
σ’5：2 回目落下以降の発泡スチロール 5%ひずみに対応する応力（kN/m） 
σ’50：2 回目落下以降の発泡スチロール 50%ひずみに対応する応力（kN/m） 
P’5：2 回目落下以降の発泡スチロール 5%ひずみに対応する衝撃力（kN） 
P’50：2 回目落下以降の発泡スチロール 50%ひずみに対応する衝撃力（kN） 
P’：2 回目落下以降の落石衝撃力（kN） 
t’：初期設定した発泡スチロール層厚の 80%厚さ（m） 
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5.4.4 重錘落下実験による照査 
 繰り返し圧縮試験の結果から導入した設計式を，図 5.16と写真 5.4および写真 5.5に示す
ように重錘を用いた落下実験によって照査する。重錘落下実験は，同じ箇所に繰り返し落下
させる関係上，固定した落下装置を用いた。重錘重量 1kN，最大落下高さは 10m である。落
下後の発泡スチロールの状況を写真 5.6～写真 5.8 に示す。重錘に取り付けた加速度計の値
より，速度，貫入量および重錘衝撃力を求め，設計式との照査を行った。繰り返し重錘落下
実験の結果は，表 5.10と図 5.17に示した。発泡スチロールの密度は，200N/m3である。 
  表 5.10 に示したように設計式による衝撃力は，重錘衝撃力を大きく下回る結果となった。
これは，実験の発泡スチロールを 1 層で行ったため，分散が大きく，設計式で設定した 10%
を上回ったためと考えられる。また，2～5 回目における重錘衝撃力の差異は小さい。 
  
 
                    図 5.16 重錘落下実験模式図 
 
        
写真 5.4 重錘実験装置               写真 5.5 重錘と落下装置 
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                表 5.10 重錘落下実験と設計式による衝撃力  
重錘 落下回数 落下高さ
(m) 
重 錘 衝 撃
力(kN) 
復 元 し た
高さ(cm) 
設計式による
衝撃力(kN) 
計算上の復
元高さ(cm) 
 
 
1kN 
1 9 61.6 50 67.9 - 
2 4 50.9 45 32.5 40 
3 4 53.8 44 32.5 40 
4 4 54.4 44 32.5 40 
5 4 53.8 44 32.5 40 
- 6 62.2 44 32.5 40 
 
 
               図 5.17 重錘衝撃力と落下回数 
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写真 5.6 発泡スチロールの落下後の状況（1） 
 
           写真 5.7 発泡スチロールの落下後の状況（2） 
 
         写真 5.8 発泡スチロールの落下後の状況（3） 
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5.4.5 復元性メカニズムの推定 
 発泡スチロールは，石油を原料として得られるスチレンモノマーを重合して球体のポリス
チレン樹脂を生成し，これにブタンガス等の発泡剤を合浸すると，発泡ポリスチレンビーズ
ができる。さらに，所定の倍率に予備発泡させたものをサイロで完走熟成させた後，生成機
に充填し蒸気でブロック状に成形すれば完成である。 
 写真 5.9～写真 5.12は，予備発泡粒の顕微鏡写真である。発泡スチロールは独立気泡の集
合体であることがわかる。予備発泡体の中の粒を立体骨格構造とセルフェースを持つモデル
で考える。外力に対して，骨格の曲げ，セルフェース内の空気内圧およびセルフェースの伸
張により抵抗すると仮定する。 
 発泡スチロールを圧縮すると骨格の曲げおよびセルフェースの変形が進行する。（①）次に
骨格の座屈に起因する非線形段階となる。（②）この時点でセルフェースの破壊が進行する。 
 さらに，ひずみが大きくなると，隣接する骨格どうしが接触し，骨格材そのものの圧縮と
なり，応力は急傾斜となる。（③）その後，骨格事態の復元性能によって，骨格はある程度（80%
程度）原形に復帰する。再度，圧縮すれば初期の弾性変形は見られず②→③の挙動を繰り返
すと推定される。 
 
 
図 5.18 予備発泡粒圧縮のモデル化 
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写真 5.9 予備発泡粒（×35）        写真 5.10 予備発泡粒（×75） 
 
    
写真 5.11 予備発泡スライス面（×35）     写真 5.12 予備発泡スライス面（×100） 
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5.4.6 設計方法 
 設計対象となる落石に対して，1 回目落下では従来の方法で必要厚さ，衝撃力および貫入
量を求め，同様の落石条件で 2 回目以降を検討する場合は，発泡スチロールの吸収エネルギ
ー量の減少により必要厚さをより厚く設定する必要がある。 
 一般的に 2 回目以降の落下では，設定した厚さの 80%が復元すると考えて，復元式より衝
撃力が 1 回目落下を下回ることが望ましい。 
 以上の点を図 5.19のフローチャートに示す。 
 
 
図 5.19 復元性を考慮した発泡スチロール設計のフローチャート 
 
5.4.7 まとめ 
 落石が発泡スチロールに落下し，貫入しても損傷が小さければある程度再利用が可能であ
ることが判明した。近年，資材の再利用が注目される中で，有効利用の一提案となろう。た
だし，本論文は，新設する緩衝材に発泡スチロールの復元性を見込んだ設計を進めているわ
けではなく，あくまでも損傷した発泡スチロールの再利用の可能性について目安となる提案
を目的としている。 
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第６章 落石対策における今後の課題 
6.1 まえがき 
 
本論文では，以下の 4 項目に示す落石対策の課題について提案した。 
①  落石運動エネルギーの推定方法 
②  落石跳躍量の予測方法 
③  落石予防対策工の信頼性評価 
④  新たな落石防護対策工の必要性 
 
「落石防護対策の落石調査・設計方法および工法選定に関する実態調査」において，これ
らの①および②項目は，重要な項目として取り扱われており，その内容を表 6.1 に示す 1)。
本論文は，表 6.1に記載した解決策の提言に対して具体的な提案を示すことができた。 
また，落石対策ではこれら以外でも技術的問題が山積している。そこで，それらの問題点
を列記し，著者の現時点での対応および今後の課題について述べる。 
 
表 6.1 「落石防護対策の落石調査・設計方法および工法選定に関する実態調査」の記載 1) 
 問 題 点 解決策の提言 
落石の運動エ
ネルギー推定
および跳躍量
の予測 
設計条件の設定において落石落下
高さは 40m，跳躍量は 2m という数
値が多く使用されている。 
数多く使用されている落石落下高さ
40m，跳躍量 2m という設計条件につい
ては，その数値に対する妥当性の検証を
行うことが望まれる。また，落石シミュ
レーションについても一層の技術向上
が望まれる。 
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6.2 設計条件の設定について 
 
 設計条件の設定に関する問題点と著者の現時点における対応および今後の課題について表
6.2に示す。 
 
 表 6.2 設計条件の設定に関する問題点と著者の現時点における対応および今後の課題 
 問題点 現時点における対応 今後の課題 
 
落
石
規
模 
落石調査によって浮石や
転石が多数確認された場
合，設計対象とする落石規
模の決定が問題となる。特
に大岩塊が存在する場合
には，防護対象として大岩
塊を採用することには問
題がある。 
最大規模の岩塊が不安
定な場合は，対象とすべ
きであるが，防護対象の
小規模な岩塊とは区別
し，除去工などの予防対
策を優先的に計画すべ
きである。 
 
予防対策工と防護対策工のバラ
ンスは，大規模岩塊と小規模岩
塊の数や位置を考慮し，その発
生確率（落石安定性の度合い）
と被害の大きさ（落石エネルギ
ーの大きさ）に配慮したリスク
の考え方を活用すべきである。 
 
運
動
エ
ネ
ル
ギ
ー 
 落石対策便覧に記載さ
れている「落下高さ 40m で
終端速度」や便覧式に用い
る等価摩擦係数の過小評
価が指摘されており，問題
がある。 
本論文では便覧式を利
用しつつ，斜面の特性に
配慮して等価摩擦係数
を算出し，運動エネルギ
ーを推定する提案を行
った。 
 
精度の高い落石シミュレーショ
ンの実行が望ましいが，シミュ
レーションを必要とする落石や
斜面の特徴を明確化し，徹底を
図る必要がある。 
 
落
石
跳
躍
量 
落石対策便覧は，跳躍量 2m
あるいは 4～5m と記載し
ているが，斜面特性を考慮
した跳躍量を予測するこ
とができないため問題が
ある。 
本論文では，斜面の特性
に配慮した跳躍量の予
測方法を提案した。 
精度の高い落石シミュレーショ
ンの実行が望ましいが，シミュ
レーションを必要とする対象落
石や落下斜面の特定などを明確
化し，徹底を図る必要がある。  
 
 
 本論文では，斜面の特性に配慮して，運動エネルギーを推定するための等価摩擦係数や跳
躍量の予測方法を提案し，いずれも簡易的でありながら精度の高い推定方法を示すことがで
きた。しかし，等価摩擦係数は，本来，「そりモデル」として土砂が斜面を移動する場合にお
いて，摩擦係数と等価な係数として考えられているめ，落石においてもすべり運動や回転運
動が卓越する場合では適合するが，跳躍運動が卓越する場合では，適合性は低くなる。跳躍
し飛行する落石は，空気抵抗しかないため摩擦係数で表現することは明らかに困難である。
また，跳躍量の予測においても，突起や凹凸が顕著な斜面では，跳躍量は大幅に大きくなり，
簡易的な予測は困難となる。つまり，跳躍量が増加すれば跳躍による飛行時間が長くなり，
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速度が増して運動エネルギーも増加する。したがって，跳躍量も含めた運動形態と運動エネ
ルギーの関連性が重要である。 
 本論文の提案は，比較的平坦な斜面において，落下高さが大きくても運動エネルギーや跳
躍量の推定について十分に対応可能である。今後は，跳躍運動が卓越する場合の落石・斜面
特性や，運動エネルギーが大きくなる場合の運動形態との関連性を客観的に明らかにする必
要がある。 
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6.3 落石シミュレーションについて 
 
落石シミュレーション関する問題点と著者の現時点における対応および今後の課題につい
て表 6.3に示す。 
 
表 6.3 落石シミュレーションに関する問題点と著者の現時点における対応および今後の課題 
 問題点 現時点における対応 今後の課題 
信
頼
性 
落石シミュレーションに
は多くの種類があり，解
析法やパラメータによっ
て解析結果は異なる。 
 
著者が長く携わってきた質
点系モンテカルロ方式シミ
ュレーションでは，様々な実
物現場実験のデータを使用
し，立山などで落石現場実験
を行い精度の照査をしてい
るため信頼性は高い。 
今後は落石の発生したケー
スにおいて，落石の実際の運
動実態から逆解析を行い解
析の精度とパラメータの検
証を行い，データを積み重ね
る必要がある。 
 
３
次
元
化 
これまでは，斜面で横断
測量した断面にてシミュ
レーションを行う 2 次元
解析であったが，落下現
象は立体斜面で進行する
ため，精度が問題となる。 
 
個別要素法などの解析では，
3 次元化は可能であるが，パ
ラメータの蓄積がなく,その
設定が困難となっている。し
たがって，3 次元解析では，
落下の平面的拡がりの概要
を把握する程度にとどめ，設
計に必要なエネルギーや跳
躍量は，さらに 2 次元解析を
行って求める。 
落石シミュレーションの 3
次元化が望まれるが，3 次元
化への取り組み 2)も見られ
ることから今後の進展に期
待する。 
 
植
生
・
樹
木
の
考
慮 
落石被害の多くは樹木の
繁茂した斜面で発生して
いるが，これまでの落石
現場実験は，採石場など
の比較的植生の少ない斜
面で行われてきた。した
がって，植生の影響は大
きいと予測されるが，直
接的に考慮することが困
難であった。 
著者は樹木によって落石が
停止した事例を逆解析する
ことによって，樹木の減勢効
果の評価を提案している 3)。 
 
第 5 章で提案した緩衝杭の
考え方を応用して，樹木の吸
収エネルギーを何らかの方
法で算定できれば落石シミ
ュレーションによる解析は
可能となる。また，樹木を考
慮した落石シミュレーショ
ンの開発の研究もみられる
ことから，今後の進展を期待
する 4,5)。 
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6.4 落石対策工の設計方法について 
 
落石対策工の設計方法に関する問題点と著者の現時点における対応および今後の課題につ
いて表 6.4に示す。 
 
表 6.4 落石対策工の設計方法に関する問題点と著者の現時点における対応および今後の課題 
 問題点 現時点における対応 今後の課題 
予
防
対
策
工 
予防対策工は，発生源の対
策であるため，静的荷重を用
いて設計計算を行う。代表的
なものに覆式防護網（名称に
は「防護」とあるが実質は静
的荷重を用いる予防工）やワ
イヤーロープ掛工，ロープネ
ット工などが挙げられる。ワ
イヤーロープやネットで浮石
や転石が落下しないように固
定する方法である。しかし，
同様な材料を同様な方法で用
いるにも拘わらず，設計計算
の方法が大きく異なり問題が
ある。 
設計計算を優先させ
るのではなく，浮石や
転石に対して対策工
種の有効性を見極め
ることを優先して工
法決定を行う。 
 
工種ごとの考え方と設計方法
を考案する必要がある。 
防
護
対
策
工 
ロックシェッドや落石防護棚
は許容応力度法を用い，落石
防護網や落石防護柵，落石防
護擁壁は，弾塑性設計法が用
いられており，対策工種によ
って設計方法が混在してい
る。許容応力度法で設計され
た構造物と弾塑性設計法で設
計された構造物では，破壊ま
での余裕度に大きな開きがあ
り，問題がある。 
 
ロックシェッドにお
いてエネルギー基準
による限界状態設計
法を用いた設計方法
が提案されている。 
 
原則的に弾塑性設計法に統一
すべきであり，設計の余裕度
も整合するべきである。また，
性能規定型設計法（2 段階設計
法－構造物の耐用期間の中
で，比較的頻発する落石に対
しては許容応力度法によって
使用限界状態の検討を行い，
ごくまれに発生するような大
規模な落石に対しては弾塑性
設計法による終局状態の検討
を行うこと）も導入すべきで
ある 6)。 
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第７章 結 論 
本論文は，落石対策における問題点を明らかにし，これらを解決するための提案を行うこ
とで現地に適合した合理的な落石対策の計画・設計の実施に寄与することを目的としている。 
本論文で落石対策の問題点を解決するために，以下の 4 項目に示す落石対策の課題につい
て提案を行った。 
 
① 落石運動エネルギーの推定方法（第 2 章） 
② 落石跳躍量の予測方法（第 3 章） 
③ 落石予防対策工（岩接着モルタル工法）の評価（第 4 章） 
④ 新たな落石防護対策工の必要性（第 5 章） 
 
各章で得られた結果を以下に示す。 
 
第 1 章では，落石対策の計画・設計の現状を述べ，問題点を明らかにしたうえで本論文の
背景および目的を説明した。 
 
第 2 章では，落石運動エネルギーの推定方法を提案した。現時点では，落石運動エネルギ
ーの推定には，落石対策便覧による方法と落石シミュレーションを行って推定する方法の 2
種類がある。落下高さが 40m を越える場合，落石対策便覧の記載が不明確であるため，落石
対策便覧による方法と落石シミュレーションによる方法には，その結果に大きな差がある。
落下高さが 40m を越える場合，落石対策便覧では落石シミュレーションを推奨しているが，
現実には落石シミュレーションを行うケースは多くない。また，すべての現場でかつすべて
の落石を対象として落石シミュレーションを行うことは事実上困難である。本提案では，実
際の多数の落石シミュレーション結果と実測値を比較することにより，平均斜面勾配や落下
高さから等価摩擦係数を推定し，この等価摩擦係数を用いて落石対策便覧による方法を適用
する方法を提案した。本提案は，落石対策便覧と落石シミュレーションの差を埋める実用的
な方法であり，落石シミュレーションを行えない場合でも落石運動エネルギーを精度よく推
定できる実用的な方法であるため，落石対策技術における有用性は高い。また，本提案では，
落石シミュレーションの信頼性が高いことの検証も行っており，本提案の信頼性は，高いと
考えられる。したがって，本提案による実落下高さを用いた運動エネルギーの算出方法によ
って，現地に適合した計画・設計が可能になると考えられる。 
 
 第 3 章では，落石跳躍量の予測方法を提案した。落石跳躍量を精度よく予測するには，落
石シミュレーションを行うことが最善であるが，現実的に落石シミュレーションを行うケー
スは多くない。また，すべての現場でかつすべての落石を対象に落石シミュレーションを行
うことは困難である。落石対策便覧の記載が十分に明確ではないため，跳躍量について，落
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石対策便覧から予測する方法と落石シミュレーションから予測する方法では，その結果に大
きな差がある。本提案では，多数の落石シミュレーション結果と実測値を比較することによ
り，落下高さから跳躍量を予測する式を提案した。遷急点からの跳躍量・高さを予測する簡
便な方法も新たに提案した。また，一般的には跳躍量を 2m として設計する場合が多いが，
標準的な跳躍量を 2m とすることは危険であり，多数の実績に基づいて 3m を標準とすること
を提案したことは新しい知見と言える。本提案は，落石シミュレーションを行えない場合で
も跳躍量の予測精度を確保する新しい方法を提案しており，落石対策技術における有用性は
高い。したがって，提案した方法によって現地に適合した精度の高い落石跳躍量の予測が可
能になると考えられる。 
 
第 4 章では，「落石危険度振動調査法」によって岩接着モルタル工法の接着効果を評価する
ための 2 種類の模型実験と現場実験を実施した。評価の指標は，RMS 速度振幅比（2 以下で
安定領域），卓越周波数（30Hz 以上で安定領域）および減衰定数（0.2 以上で安定領域）であ
る。 
模型実験では，岩接着モルタル工法施工前と施工後の測定を実施し，施工前では，供試体
と基盤部について空隙がある自然状態における安定性を評価し，施工後では，完全接着（接
着効果－基盤と一体化）の他に，一部接着や空隙がない密着状態（充填効果－未接着）を作
り出し，様々な安定状態を検証した。施工前から施工後を比べると，全体的に評価指標の安
定性は向上している。また，施工後において完全接着や大部分の接着の場合は，すべての評
価指標で安定となっているが，接着が少ない場合や密着の場合は，評価が安定と不安定に分
かれている。これら点より，施工前の自然状態→施工後の密着状態→施工後の接着状態へと
安定性が上昇する傾向を示しており，接着効果の評価ができたと考えられる。 
これまで，隙間や亀裂をモルタルや樹脂で充填する方法が広く用いられてきたが，今回の
実験より充填効果と接着効果の差異についても評価が可能であると推測できる。 
また，減衰定数は，模型実験（その 2）において，方向別の接着幅の違いが安定性にも反
映され，感度が高いことが判明した。卓越周波数は，模型実験（その 1）の施工前や模型実
験（その 2）の施工後の密着状態で安定となっており，安全側に出現する傾向が見られる。 
また，RMS 速度振幅比は，全体的には感度は高いがバラツキが見られる傾向がある。以上の
ように，評価指標の傾向や感度が明らかになり，新たな知見を得た。 
また，現場実験では，施工後の浮石の安定性が上昇しており，接着効果を評価することが
できた。 
岩接着モルタル工法については，従来は静力学的な安定性評価方法が中心であったが，落
石危険度振動調査法という動的な方法を用いることにより，新たな信頼性のある評価が可能
となったことで，落石対策技術における有用性が高いと考えられる。 
したがって，落石危険度振動調査法を用いて，安定性評価の各指標の特徴を考慮しつつ，
岩接着モルタル工法の接着効果を評価し，工法としての信頼性を確認することが可能となっ
た。 
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第 5 章では，対策工を考える場合もエネルギー基準を用いる必要があるため，近年，新た
に開発された材料を利用して，著者が考案した対策工とその設計方法と施工例を示した。考
案した対策工は，落石対策便覧に記載されている抑止くいを発展させ，大規模な落石に対応
するために落石緩衝杭として提案した。杭体に用いる材料は，溶接構造用遠心力鋳鋼管であ
り，エネルギー吸収性能と施工例を示した。 
また，落石防護擁壁の性能の向上を目的に，自立する緩衝材として発泡スチロールを背面
に設置することを提案し，設計方法と施工例を示した。いずれも対策工の適用性を示すため
の施工例を記載した。 
 さらに，将来的なメンテナンスを考慮して緩衝材としてロックシェッド上に設置されてい
る発泡スチロールが落石によって損傷した場合の再利用方法について提案した。 
 
第 6 章では，落石対策における山積する問題点を明らかにし，著者の現時点での対応と今
後の課題を述べた。明らかにした問題点は，設計条件の設定に関する事項が 3 項目（落石規
模の設定，運動エネルギーの推定，跳躍量の予測），落石シミュレーションに関する事項が 3
項目（信頼性，3 次元化，植生・樹木の考慮），落石対策工の設計方法に関する事項が 2 項目
（予防対策工，防護対策工）である。 
 
 本論文では，落石対策の中で最も重要でその解決が期待されている 2 つの課題（運動エネ
ルギーの推定および跳躍量の予測）に対して提案を示すことができた。落石予防対策工とし
て岩接着モルタル工法の信頼性を客観的に評価した。また，エネルギー基準による新たな落
石防護対策工を提案し，その適用例を示した。本論文の提案や評価は，落石対策工の計画・
設計における信頼性の向上に寄与し，落石災害の減少に貢献すると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 128 
謝 辞 
 本論文を作成するに当たって，多くの方からご指導，ご助言，励ましを頂きました。ここ
に厚くお礼申し上げ，深く感謝致します。 
 福井大学名誉教授 荒井克彦先生には，平成 15 年 7 月に論文博士のお話を頂いてから，レ
フェリー制論文 3 編の作成の過程で，親身になって指導して頂きまして感謝申し上げます。
足かけ 10 年にわたりまして貴重な時間を割いて頂きました。また，博士論文の作成に関しま
しても，ご多忙中にも拘わらず，終始懇切なご指導を賜りました。心より感謝申し上げます。 
 福井大学教授 小嶋啓介先生には，学位審査の担当教官としてご指導とお世話を頂きまし
た。厚くお礼申し上げます。 
 研究活動を始めたのは，30 代半ばと遅かったのですが，金沢大学名誉教授 吉田博先生に
は，研究開発に必要な実験装置の設計・製作段階からご指導いただき，落石運動シミュレー
ション解析や緩衝機能をもつ落石防護柵などの研究・開発に携わることができました。心よ
り感謝申し上げます。 
 第 4 章 落石予防対策工の信頼性評価では，第二建設株式会社の入江義明氏，宇賀田登氏，
福井市企業局の中野秀明氏に多くのご支援とご協力を賜りました。また，第 5 章 新たな落
石防護対策工の提案では，株式会社クボタの森崎充氏，中野明氏，積水化成品工業株式会社
の前育弘氏に，多くのご助言とご指導を頂いております。ここに深くお礼申し上げます。 
 最後に，研究成果を引用させて頂いた多くの文献著者の方々に深く感謝申し上げます。 
